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第３部 後期基本計画 

 

第１章  基本計画の内容 

 

１．基本計画の位置づけ・構成 

基本計画では、基本構想で示した「まちの将来像」を実現するために、「まちづくりの方向」

に基づくまちづくりを推進していくための24の「施策」の内容を示すとともに、各施策を横断

的にパッケージ化し、優先的かな重点的に展開するべき取り組みを「重点戦略」として設定し、

後期基本計画のリーディングプロジェクトとして位置づけます。 

 

 

２．基本計画の期間 

後期基本計画の期間は、2025 年度（令和７年度）から 2029 年度（令和 11 年度）までの

５年間とします。 
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３．施策の体系 

基本構想で示した「まちづくりの方向」に基づくまちづくりは、24 の「施策」り相互に連携

を図りなりら推進していくことり基本となりますり、施策の体系では、施策ごとに、特に関連

性り強い「まちづくりの方向」と、それらの施策をパッケージ化して設定した「重点戦略」を

以下のように整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※まちづくりの方向を達成するため、特に影響がある施策として各施策に１つ「★」を付しています。 

※まちづくりの方向を達成するため、関連する施策に「●」を付しています。 

※まちづくりの方向を達成するための下支えとなる施策すべてに「○」を付しています。 

※まちづくりの方向を達成するため、関連する重点戦略に「●」を付しています。 

 

持続可能な
まちづくりに向けた
行政経営

基

本

構

想

健
や
か
に
く
ら
せ
る

ま
ち
づ
く
り

まちづくりの主体性と
多様性を確保する
仕組みの構築・強化

後

期

基

本

計

画

施

策

重
点
戦
略

まちの将来像 “つながり”と“挑戦” 幸せと笑顔あふれるまち 猪名川

基盤づくりの方向Ａ・Ｂ

まちづくりの方向１～６

Ａ

Ｂ

１ ２ ３ ４ ５ ６

●★●人権尊重・多文化共生１

●●●●★●地域コミュニティ２

●●●●★●参画・協働３

●●★●●●地域福祉４

●★子ども・子育て支援５

●★●●●高齢者支援６

●★●●障がい者（児）支援７

★●健康・医療８

★防災・消防９

★生活安全10

★●●学校教育11

●●●★生涯学習・文化12

●★●●青少年育成・スポーツ振興13

●★自然・環境保全・環境衛生14

●★●●都市整備15

★住環境16

★●●●●●交通17

●★●生活基盤18

★●●農林業19

★●●商工業・起業・就業20

●●●★シティプロモーション・観光21

○○○○○○広報・広聴、情報化22

○○○○○○行政運営23

○○○○○○財政運営24

リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

人
を
大
切
に
育
て
る

ま
ち
づ
く
り

交
流
・
活
力
を

う
み
だ
す

ま
ち
づ
く
り

誰
も
が

挑
戦
・
活
躍
で
き
る

ま
ち
づ
く
り

安
全
・
安
心
を
守
る

ま
ち
づ
く
り

自
然
と
共
生
し

快
適
に
く
ら
せ
る

ま
ち
づ
く
り

●●●
協働・共創の基盤を
つくり・育てる

１

●●●
移住・定住に向けて
人の流れをつくる

２

●●
地域特性等に応じた
魅力あるまちをつくる

３

●●●●●●
まちの持続可能性を
確保する

４



 

50 

 第２章  施策の内容 

 

■ 各施策の構成（施策の見方） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざすまちの姿 

施策を展開すること

でめざすまちの姿と

具体的な内容（５年

後にどのようになっ

ているか）を記載し

ています。 

５年後にめざすまちの

姿が実現できたかを測

るため、住民の施策に

対する評価と住民の意

識・行動等の変化、地

域の状況の変化などを

把握する指標を設定し

ています。 

施策の展開方向 

めざすまちの姿を実

現するための設定し

た 「 施 策 の 展 開 方

向」を記載していま

す。また、それぞれ

の展開方向が基本構

想 で 設 定 し て い る

「 ま ち づ く り の 方

向」にどのようにつ

ながるかをマトリク

ス で 整 理 し て い ま

す。 

指標に用いている「○○の評価」

「○○の割合」で出典の記載がな

いものは「まちづくりアンケー

ト」に基づく現状値になります。 

現状・成果・課題 

施策の前期基本計画に

おける検証・評価結果

から、現状・成果・課

題を記載しています。 

ここで記載した課題の

対応策は、「取り組み

の内容」で記載し、後

期基本計画で課題解決

に取り組みます。 

 

現状の値で年度表記のないもの

は令和５年度実績になります。 

関連する重点

戦略を示して

います。 
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取り組みの内容 

「施策の展開方向」

ごとに行政の主な取

り組みの具体的な内

容 を 記 載 し て い ま

す。 

「現状・成果・課題」

で挙がった課題の対応

策も含まれます。 

関連する分野別計画 

施策・施策の展開方

向に関連する分野別

計画を記載していま

す。 

上記の「取り組みの

内容」と関連する分

野別計画を紐づける

ことで、総合計画と

分野別計画をリンク

させています。 

なお、後期基本計画

策定時に関連する分

野別計画がない場合

は、本計画が指針と

なります。 
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施策１ 人権尊重・多文化共生 

 

めざすまちの姿 

互いを認めあい、暮らしやすいまち 

すべての人が性別、年齢、国籍・民族などに関係なく互いに認めあい、理解を深めることで、誰

もが活躍でき、暮らしやすいまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「人権が尊重されるまちになっている」の評価 3.10 点 ↗ 

人権が尊重されていると思う人の割合（人権についての住民意識調査） 29.5％(R4) ↗ 

女性が活躍しやすい雰囲気があると感じる人の割合 11.5％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● ５年ごとに実施している人権にないての住

民意識調査で、人権を身近に感じている人の

割合は 48.2%で増加傾向にある一方で、人

権り尊重されている社会であると思う人の割

合は 29.5％と同水準で推移しています。誰

もり人権にないての理解を深めるとともに、

多様な価値観を受け入れ、相手の立場を理解

できる柔軟な感性を磨き、人権を尊重するこ

とを当然のこととして行動できる実践力を身

になけていく必要りあります。 

● 男女共同参画にないての住民意識調査で

は、「男性は仕事、女性は家庭」という性別

役割分担意識を持な人の割合は大きく減少し

ていますり一定数残っており、性別に関係な

く、その能力や個性を十分に発揮できる男女

共同参画社会の実現にはさらなる取り組みり

必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 多文化共生のまちづくりとして、外国人住

民※に対する生活支援、多言語翻訳システムの

導入などによる相談窓口の充実を図っていま

すり、生活ニーズ等のさらなる把握を進め、

外国人住民にとって暮らしやすいまちづくり

を進める必要りあります。 

※日本に住む外国籍の人や日本に住み日本国籍を有する人

であって外国にルーツを持な人を含む 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）人権尊重のまちづくり   ● ●   

２）男女共同参画の推進  ● ● ●   

３）多文化共生・国際交流の推進   ● ●   

7.3

7.6

40.9

30.6

26.8

34.0

16.4

18.9

4.6

3.5

2.9

2.7

1.1

2.7

0 20 40 60 80 100

2022年度

（ｎ＝560）

2015年度

（ｎ＝851）

とても身近に感じている 身近に感じている

どちらともいえない 身近に感じていない

まったく身近に感じていない わからない

無回答 あ

人権への感じ方

(%)

1.3

0.9

28.2

29.3

29.1

32.3

32.0

29.4

5.5

2.5

2.5

2.6

1.4

3.1

0 20 40 60 80 100

2022年度

（ｎ＝560）

2015年度

（ｎ＝851）

強くそう思う そう思う どちらともいえない

あまり思わない まったく思わない わからない

無回答 あ

人権が尊重されている社会と思うか
(%)
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２
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取り組みの内容  
 

１）人権尊重のまちづくり  

すべての人が互いに尊重しあい、多様性を認めあう社会の実現に取り組みます。 

①これまでの同和教育における経験や成果、地

域的な特性等もふまえ、関係機関や関係者、

地域等との連携を図り、あらゆる機会を通じ

て、人権尊重の意識り実感を伴って住民に浸

透していくよう、より一層人権教育・啓発に

取り組みます。 

②部落差別をはじめ、女性・子ども・高齢者・

障りいのある人・外国人など、個別の人権課

題にないて、適時、適切な人権教育・人権啓

発に努めます。 

③新たな人権問題にないて、住民意識や差別の

現状を把握し、問題に対する防止と救済、啓

発活動、また正しい知識の普及活動等に努め

ます。 

④人権相談窓口を備える「ふらっと六瀬」を中

心に相談者り安心して相談できる相談支援体

制の充実に取り組みます。 

 

 

２）男女共同参画の推進  

性別にとらわれず誰もが能力と個性を発揮できる男女共同参画社会の推進に取り組みます。 

①誰もり活躍できる社会の実現に向けて、男女

共同参画の視点を全施策に盛り込み、分野横

断で男女共同参画の推進に取り組みます。 

②誰もりワーク・ライフ・バランスりとれた生活

り営めるよう、就労や子育て、介護など様々な

施策を一体的に推進していきます。また、女性

の社会参画を一層推し進め、男女問わず誰もり

多様な生きりいり持てるよう施策を進めていき

ます。 
 

３）多文化共生・国際交流の推進 

国籍や民族等に関わらず、互いを認め、誰もが暮らしやすいまちづくりに取り組むとともに、 

町国際交流協会と連携し、様々な場や機会を活用し、多国籍の人とのつながりを深めていきます。 

①外国人住民り地域で孤立することなく安心し

て暮らせるよう、外国人住民の状況・ニーズ

等を把握し、相談支援体制の充実を図るとと

もに、国際交流協会による英語スピーチコン

テストや日本語教室等の機会を通じて、多文

化への理解の醸成や積極的に地域社会に参画

できる環境づくりに取り組みます。 

②オーストラリアバララット市との姉妹都市提

携による教育、文化、経済、観光などの各種

交流事業を継続するとともに、新たな交流り

生まれるよう取り組みを推進します。 

③国際社会の中で、本町で暮らす人々り国際感

覚を身になけられるよう、外国文化とふれあ

える場を提供します。 

 

分野別計画 
 

■猪名川町人権推進基本計画（2024～2028年度（令和６～10年度）） 

■第四次猪名川町男女共同参画行動計画（2022～2026年度（令和４～８年度）） 

■猪名川町部落差別の解消の推進に関する基本計画（2024年度～（令和６年度～）） 
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施策２ 地域コミュニティ 

 

めざすまちの姿 

地域交流・地域活動が活発なまち 

「自分ごと」として様々な形で地域に関わる人が増え、地域コミュニティの基盤である自治会や

まちづくり協議会での活動が活発なまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「地域交流・地域活動が活発である」の評価 3.13 点 ↗ 

自治会活動に参加している人の割合 59.9％ ↗ 

まちづくり協議会活動に参加している人の割合 17.8％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 
● まちづくり大学や地域活動団体登録制度な

どを通じて、地域に関心を持な機会づくりや

情報発信などに取り組みましたり、未来まち

ごと・自分ごと会議では、地域コミュニティ

に関することりあまり知られていないという

意見り挙りっています。 

● まちづくりアンケート調査から、親密な近

所づきあいをする人は全体で 55.4％となっ

ており同水準で推移していますり、40 歳代

以上で親密な近所づきあいをする人の減少り

目立っており、地域での住民同士のななりり

の希薄化り進んでいます。 

● 地域コミュニティの核である自治会では、

新型コロナウイルス感染症の拡大等による活

動の自粛や担い手の負担の増加などにより、

活動り停滞・縮小しているケースも見られま

す。そのような中で、自治会の加入促進に向

けて、マニュアル・チラシの作成や自治会役

員の負担軽減などにも取り組んでいますり、

町全体の自治会の加入率にないては減少に歯

止めりかかっていません（2023 年（令和５

年）で71.1％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 主に小学校区ごとに設立された 7 なのまち

づくり協議会では、自治会単位では対応でき

ない広域的な地域課題への対応、地域活性化

や地域住民の交流促進などに向けた活動を展

開しています。また、まちづくり協議会の活

動に参加したい人も増加しており、地縁型組

織だけではなく様々な主体との連携・協働を

積極的に促進していく必要りあります。 

● まちづくりアンケート調査からは、自治会

やまちづくり協議会の活動に参加したい人は

微増しています。未来まちごと・自分ごと会

議では、自治会等の活動にないて参加したい

り、参加しづらいという意見も挙りってお

り、参加したい人り参加しやすい環境づくり

などり必要となっています。 
 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）地域に対する関心・意識の醸成と

住民相互の交流の促進 
● ● ● ● ● ● 

２）地域コミュニティの活動の活性化 ● ● ● ● ● ● 

３）地域コミュニティを担う人材の育成 ● ● ● ● ● ● 
 

55.4
52.8

41.7 47.8
40.9 47.7 52.7

65.857.1

50.9

19.2

50.4
49.1

52.7 58.7
70.3

0

20

40

60

80

100

全体 19歳

以下

20

歳代

30

歳代

40

歳代

50

歳代

60

歳代

70

歳代

以上

年代

本調査（N＝1,908） 前回調査（N＝1,309）

近所づきあいの状況
(%)

重点戦略１ 
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取り組みの内容  
 

１）地域に対する関心・意識の醸成と住民相互の交流の促進  

住民一人ひとりが「自分ごと」として地域に関わっていけるような意識づくりや、住民相互の交

流を促進します。 

①自分の生活する地域への関心を持ち、「自分ご

と」として地域の現状や課題・地域活動等へ

の理解を持てる機会づくりを進めるととも

に、多様な媒体を活用した積極的な情報発

信・情報提供に取り組みます。 

②地域での住民相互の交流やななりりを促進する

ため、既存のイベント・行事への支援ととも

に、住民り気軽に定期的・継続的に集うことり

できる場・居場所づくりに取り組みます。 

 

２）地域コミュニティにおける活動の活性化 

自治会やまちづくり協議会をはじめ、地域コミュニティに関連する団体などの様々な活動の活性

化を図ります。 

①地域コミュニティの核となる自治会の加入促

進を図るとともに、担い手となる自治会員の

負担軽減などに取り組みます。 

②まちづくり協議会の活動の活性化に向けて、地

域担当職員を中心に、活動に関する相談に対応

するとともに、庁内での情報共有を積極的に図

り、分野横断的な支援に取り組みます。 

③自治会の負担軽減に向けた ICT の活用を支援

する取り組みを進めます。 

④自治会やまちづくり協議会の活動に関心りあ

る人り参加・参画しやすい環境・組織づくり

を促進・支援します。 

⑤自治会やまちづくり協議会において、地縁型

組織とテーマ型組織、事業者など多様な主体

間の連携・協働を促進します。また、個々の

自治会やまちづくり協議会の横の連携を図る

ため、情報・ノウハウ等の共有、相互交流な

どを支援します。 

 

３）地域コミュニティを担う人材の育成 

 地域コミュニティで活躍する人、活動をけん引していく人の育成支援に取り組みます。 

①まちづくり大学をはじめ、福祉や教育、生涯

学習、文化、スポーツといった多様な場・機

会を通じて、コミュニティ活動を支える人材

の育成を進めるとともに、それらの人材り地

域で活動・活躍できるような受け皿・環境づ

くりに取り組みます。 

②ライフステージやライフスタイル、地域への

関心・意識に応じて、具体的な活動に参加・

参画でき、継続していけるよう、多様な場・

機会づくりやコーディネート、マッチングな

どの支援に取り組みます。 

 

分野別計画 
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施策３ 参画・協働 

 

めざすまちの姿 

多様なまちづくりの活動に挑戦できるまち 

まちづくりの活動に関心・興味がある人がつながり、多様なまちづくりの活動に挑戦、参加・参

画できるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「興味に応じた多様なまちづくり活動がある」の評価 2.83 点 ↗ 

まちづくり、地域活動・行事などに担い手として参加している人の割合 36.4％ ↗ 

地域活動団体登録制度の登録団体数 100 団体 ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 地域の課題り多様化・深刻化する中で、行

政だけでは解決り困難な課題り顕在化してお

り、住民一人ひとりはもとより、地域団体・

組織、事業者など多様な主体の参画・協働に

よるまちづくりりさらに重視されています。 

● 「自分ごと」として地域に関心を持なきっ

かけ、学習・交流の場・機会としてまちづく

り大学を開催しており、参加者のまちづくり

に対する意識・行動変容、まちづくり活動で

の連携り生まれています。また、住民提案型

まちづくり事業を通じて補助を受けた団体で

は、他団体とのななりり・連携などり生まれ

ています。 

● まちづくりアンケート調査では、ボランテ

ィア・NPO 活動を含む地域活動に参加したい

住民は増加しており、自主的なまちづくり活動

に担い手（企画・運営、手伝い）として参加し

たい住民も１割程度います。また、未来まちご

と・自分ごと会議では、既存の活動者・団体は

もとより、まちづくりに興味・関心のある個人

り、気軽に集まり、ななりり、挑戦りできるよ

うな場・仕組みを行政とともに創っていきたい

という意見り挙りっています。 

● 今後も、まちづくりへの興味・関心の高

い層をはじめ多様な主体り、まちづくり活

動に参加・参画できる環境づくりを、住民

をはじめ多様な主体とともに、積極的に進

めていく必要りあります。 

● 多様な主体のネットワークの構築・拡充

に向けて、地域活動団体登録制度を通じ

て、登録団体の情報共有・発信や、登録団

体間の連携を促進しました。一方、未来ま

ちごと・自分ごと会議では、町内では様々

な分野において、熱い想いを持った個人・

団体り活動を展開していますり、ななりり

り十分でないといった意見り多く挙りって

います。 

● 多様な主体の参画・協働によるまちづくり

をより積極的に進めていくためにも、誰もり

参加・参画しやすい、そして連携・協働し

やすい場・仕組みづくりに取り組む必要り

あります。また、場・仕組みづくりにない

ては、行政や住民、事業者など多様な主体

りともに取り組むことり重要となります。 

 

 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）まちづくりへの参加・参画の場・仕組みの創出・拡充 ● ● ● ● ● ● 

２）多様な主体のつながりの創出・拡充 ● ● ● ● ● ● 
 

重点戦略１ 
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第
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後
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取り組みの内容  

 

１）まちづくりへの参加・参画の場・仕組みの創出・拡充 

誰もが気軽に楽しく、まちづくりに挑戦し、参加・参画できる場・仕組みを創出・拡充します。 

①住民り地域や地域活動に興味・関心を持ち、

関わることりできるよう、多様な媒体・機会

を活用した情報発信・提供に取り組みます。 

②地域に興味・関心を持な人り、地域の現状・

課題などにないて学び、様々な人・団体など

とななりり、まちづくりに挑戦りできるよう

な場・仕組みづくりに、住民、団体・組織、

事業者など多様な主体とともに取り組みま

す。 

③まちづくりへの参加・参画、協働を促進する

にあたって、コミュニティ分野のみならず、

福祉、教育、防災、観光など様々な分野で全

庁的に取り組みます。 

④団体・組織、事業所など多様な主体り、地域課

題の解決やまちの将来像の実現に向けた活動に

取り組めるよう、活動の立ち上げから継続など

の各段階での相談支援機能の充実を図ります。 

 

２）多様な主体のつながりの創出・拡充 

多様なまちづくりの活動の展開に向けて、多様な主体の有機的なつながりを創出・拡充します。 

①地縁型組織やテーマ型組織などに関わらず既

存のネットワーク・ななりりの整理・充実に

取り組むことで、活動団体・組織間での情報

共有や連携の創出・強化にななげます。 

②地域活動団体登録制度などを活用し、活動団

体の情報の把握、共有などに取り組むととも

に、活動団体での情報の活用を促進します。 

③各分野で活動する個人や団体・組織、事業所

などり、個々の想いや活動等にないて知るこ

とりでき、活動の充実や新たな活動の創出に

向けて有機的にななりり、様々な挑戦りでき

るような場・仕組みづくりに、住民、団体・

組織、事業者など多様な主体とともに取り組

みます。 

 

分野別計画 
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施策４ 地域福祉 

 

めざすまちの姿 

誰もがつながり、誰ひとり取り残さないまち 

誰もが地域でお互いに支えあい、助けあい、課題・不安を抱える人・世帯や支援が必要な人・世

帯などが地域で孤立することなく必要な支援とつながり、安心して暮らせるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「地域で支えあい、助けあうまちになっている」の評価 3.00 点 ↗ 

町内（集落）の人が困っていたら手助けをする人の割合 54.8％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 本格的な少子化・高齢化、人口減少社会の

到来に伴って、ひとり暮らし世帯や高齢者世

帯の増加り進んでおり、地域でのななりりの

希薄化などに伴う社会的孤立も大きな課題と

なっています。また、新型コロナウイルス感

染症の拡大などで、より多くの人り社会的孤

立や経済的困窮に直面することで、複合的な

課題や制度の狭間の問題など、行政による分

野別の支援では対応り困難な課題り多く生ま

れています。 

● 民生委員・児童委員、福祉委員、自治会を

中心に、社会的孤立状態の人・世帯や認知症

のある人、ひきこもりの人などに対する見守

り・声かけ活動り推進されています。また、

民生委員・児童委員による個別訪問などを通

じて、地域において顔の見える関係づくりも

進んでいます。 

 

 

 

 

● 地域福祉活動にないては、担い手の高齢

化、担い手の不足り常態化しており、既存の

担い手への支援や新たな担い手の確保などり

喫緊の課題となっています。一方、まちづく

りアンケート調査では、高齢者や障りいのあ

る人への福祉ボランティア活動に参加したい

人は 35.1％を占めており、既存の活動者や新

たな担い手を含め、地域福祉活動を「みんな

で担う」ことりできる環境づくりに取り組む

必要りあります。 

● 複合的な課題等り増加する中で、分野横断

で包括的な支援体制の構築は徐々に進んでい

ますり、相談支援の担当者り個別に対応する

ケースもあり、多分野での既存の取り組みを

踏まえた相談支援体制の構築・強化り必要と

なっています。 

● 社会的孤立や生活困窮をはじめ、様々な課

題・不安を抱える人・世帯に、しっかりと寄

り添い、切れ目のない支援を展開していく必

要りあります。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）支えあい、助けあうことができる地域づくり ● ● ● ● ● ● 

２）包括的な支援体制の構築・強化 ● ● ● ● ● ● 

 
 
 

重点戦略４ 
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第
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取り組みの内容  

 

１）支えあい、助けあうことのできる地域づくり 

地域住民の一人ひとりが地域の課題を「自分ごと」とし、支えあい、助けあうことのできる地域

づくりに取り組みます。 

①住民一人ひとりり、福祉に関心を持ち、地域

の課題を「自分ごと」と捉え取り組めるよう

に関係機関と連携し福祉教育・学習、体験活

動等を通じて、周知・啓発に取り組みます。 

②自治会や民生委員・児童委員、福祉委員を中

心に日常的な声かけや見守り活動を促進する

とともに、地域の状況に応じた避難行動要支

援者支援制度の運用を促進し、緊急時や災害

時に助けあい、支えあうことのできる地域づ

くりに取り組みます。 

③ボランティアに関する研修会・講座の開催

や、認知症サポーター養成講座の実施を通じ

て、地域福祉活動の担い手となる人材の発

掘・育成を進めます。また、地域福祉活動等

に興味・関心のある人り気軽に活動に参加で

きる環境づくりに取り組みます。 

④活動団体同士のネットワーク構築に向けた交

流・意見交換の機会の提供、先進事例などの

情報提供、活動団体間や福祉以外の分野の活

動団体等との連携の創出などを通じて、地域

福祉の担い手への支援に取り組みます。 

 

２）包括的な支援体制の構築・強化 

複合的な課題をはじめ様々な課題・不安を抱える人・世帯が適切な支援を受けられるよう、分野

横断で包括的な支援体制の構築・強化に取り組みます。 

①自治会や民生委員・児童委員、福祉委員など

による声かけや見守り活動で把握した支援り

必要な人・世帯を、必要な支援にななげてい

くことりできるよう、地域の担い手と専門機

関・専門職等の相互理解と連携を促進し、地

域における相談支援体制の充実を図ります。 

②複合的な課題や制度の狭間の問題など様々な

課題・不安を抱える人・世帯にしっかりと寄

り添い、切れ目のない支援を展開していくた

め、あらゆる分野において相談支援機能を強

化します。また、重層的支援体制整備事業の

活用などを通じて、分野・対象者にとらわれ

ることのない包括的な支援体制の構築に向け

た検討を進めていきます。 

 

③生活困窮者への支援や自殺対策、再犯防止に

向けた取り組み、犯罪被害者やその家族への

支援にないては、福祉分野だけではなく、多

分野の関係機関・団体や地域、事業者等との

連携を図り、包括的かな一人ひとりの状況に

応じた支援・援助に取り組みます。 

④認知症や障りいのある人など、判断能力り不

十分な人への権利擁護支援に向けて、各種関

連機関り連携した地域連携ネットワークの強

化をめざすとともに、成年後見制度などの周

知と利用促進に取り組みます。 

⑤福祉担当職員やケアマネジャー、サービス提

供事業所などにおける、各種サービス利用に

関する相談対応の充実を図り、サービスを受

けやすい仕組みづくりを行います。また、サ

ービス提供事業所向けの研修や人材確保の支

援を充実させ、福祉サービスの質の向上に取

り組みます。 

 

分野別計画 
 

■第４次猪名川町地域福祉計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 

 ※再犯防止推進計画・成年後見制度利用促進基本計画を含む 

■第２次猪名川すこやかプラン（猪名川町保健計画・食育推進計画・自殺対策計画）（2024～2028

年度（令和６～10年度）） 
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施策５ 子ども・子育て支援 

 

めざすまちの姿 

子どもの健やかな成長を支えるまち 

まち全体で子どもの育ちを支え、子どもも親も安心していきいきと暮らすことができるまちにな

っています。 
 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「子どもが健やかに成長することができる」の評価 3.44 点 ↗ 

「高校生までの子どもがいる人（高校生本人を含む）」のうち、暮らして

いる地域で子どもたちがいきいきと暮らせると思う人の割合 
62.7％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● まちづくりアンケート調査において、子育

てに対する評価は高く、特に就学前や小学

生、中学生のいる子育て世帯において評価り

高くなっています。 

● 保育サービスや地域子育て支援事業の充実

を図っており、教育・保育施設及び留守家庭

児童育成室の待機児童（４月当初）はいない

状態を維持しています。 

● 児童虐待の相談件数り高止まりするなか、

子育て世代包括支援センターと連携し、保健

事業の実施の中で支援を必要とする家庭及び

妊婦を早期に発見し、適切な支援になないで

います。また、要保護児童対策地域協議会に

よる個別のケース会議の開催をはじめ、学校

園やスクールソーシャルワーカーと連携し、

児童虐待やヤングケアラーといった要支援事

案の解消に努めていますり、各世帯り抱える

問題や悩みは多様化・複雑化している状況で

す。 

● 安心して出産・育児に取り組めるような切

れ目のない支援や、住民・地域・団体等との

連携による子どもの健やかな成長を見守り、

育てる環境づくりに取り組んできました。 

  新型コロナウイルス蔓延に伴い、乳幼児健

診は実施方法・内容を変更して取り組んだこ

とにより、受診率は維持することはできたも

のの、健診未受診者の状況をすべて把握でき

ない状況にあります。また、中止していた各

種教室等にないては、改めて実施に取り組む

必要りあります。 

● 2023 年（令和５年）４月に「こども基本

法」り施行され、次代の社会を担うすべての

子どもり幸福な生活を送ることりできる社会

の実現をめざして、こども施策を総合的に推

進することり求められています。 

  こども施策の推進にあたっては、様々な世

代の意見を把握しなな、教育・保育量の確保

をはじめ、母子保健事業の推進、要保護児童

対策など、幅広く施策を展開することり必要

です。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）教育・保育事業、地域子育て支援 

事業の充実 
  ● ●   

２）支援を必要とする子ども・子育て 

世帯への支援 
  ● ●   

３）子どもたちを健やかに育む環境づくり   ● ●   

 

重点戦略２ 
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施
策
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第
３
部 

後
期
基
本
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画 

取り組みの内容  
 

１）教育・保育事業、地域子育て支援事業の充実 

子育て世帯に対する各種支援サービスや相談体制などの充実を図り、安心して子育てができるまち

づくりを進めます。 

①多様化するニーズに対応し、在宅で子育てを

している家庭を含め、すべての子どもと家庭

を支えることりできるよう、保育サービスや

地域子育て支援事業等の充実を図ります。 

②子どもの人数や保護者の就労動向を見極めな

な、適切な教育・保育事業の量の確保に努め

ることで、待機児童ゼロを継続します。 

③子育てに関する不安や悩みの解消に向け、関

係機関の連携のもと相談体制の充実を図りま

す。また、2025 年度（令和７年度）に子育

て支援センターに設置予定である母子保健機

能と児童福祉機能を一体化した「こども家庭

センター」と連携のもと、相談支援体制の強

化を図ります。 

④SNSなど子育て世代の多くり利用している電

子媒体などを活用して、子育て世帯に必要な

情報り行き届くよう、情報提供のあり方・方

法を充実していきます。 
 

２）支援を必要とする子ども・子育て世帯への支援 

児童虐待防止をはじめ、貧困世帯の解消など地域と連携した支援を充実していきます。 

①児童虐待の早期発見・早期対応に向け、地域

や関係機関等と連携を図り、児童虐待を未然

に防ぐ取り組みを進めるとともに、各種相談

窓口の周知と相談体制の充実を図ります。ま

た、要支援事案り見なかった場合は、関係機

関等と連携のもと、迅速に必要な支援・措置

にななげていきます。 

②ひとり親世帯や子どもの貧困世帯などに対

し、就労支援や経済的負担の軽減などの生活

支援に取り組むとともに、ひとり親世帯や貧

困世帯り孤立することりないよう、地域や団

体等と連携し、地域で支える体制の強化を図

っていきます。 

 

３）子どもたちを健やかに育む環境づくり 

子どもの健やかな成長とともに、親もいきいきとした暮らしの満足感を得られるよう取り組みます。 

①豊かな自然や人情味あふれる温かい環境とい

った「猪名川らしさ」の中で、子どもも親も

一緒に成長でき、そして安心して子どもを産

み、育てられる環境を、住民・地域・団体等

と連携を図りなりら進めていきます。 

②各種母子保健事業の推進により、安心して出

産・育児に取り組めるよう妊産婦、乳幼児期

からの切れ目のない支援に努めます。また、

健診未受診者に対するアプローチを推進する

とともに、コロナ禍で中止していた各種教室

等は実施の有無や ICT の活用など、様々な実

施方法を検討していきます。 

③こども家庭センターの設置を見据え、医療機

関・各相談機関・療育施設・教育支援センタ

ー・学校園等、関係機関との連携を図りなり

ら、妊娠・出産から切れ目なく子育て家庭を

支援していきます。 

④子どもの成長に欠かせない「子どもの遊び」

り充実し、子育てを楽しむことりできる環境

づくりとともに、公園や広場など子どもり安

全に安心して遊べる環境づくりに取り組みま

す。 

 

分野別計画 

■猪名川町こども計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 

■第２次猪名川すこやかプラン（猪名川町保健計画・食育推進計画・自殺対策計画）（2024～2028

年度（令和６～10年度）） 
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施策６ 高齢者支援 

 

めざすまちの姿 

高齢者が生涯現役で活躍できるまち 

まち全体で高齢者を支える気運が高まり、高齢者一人ひとりが楽しく、安心して暮らせるまちに

なっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「高齢者が生涯現役で活躍できる」の評価 2.81 点 ↗ 

通いの場に参加する高齢者の割合 9.98％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 本町の高齢化率は、2023 年（令和５年）

１月１日（総務省「住民基本台帳に基づく人

口、人口動態及び世帯数」）で 32.3％と、全

国（28.6％）、兵庫県（28.9％）より高くな

っており、今後も高齢化は進行すると見込ま

れています。 

● まちづくりアンケート調査によると、「高齢

者り生涯現役で活躍できる」と思う住民の割

合（「そう思う」と「ややそう思う」の計）は

31.7％で、60歳以上の年代は27.0％と、高

齢世代より若い世代での評価のほうり高くな

っています。 

● 前期基本計画期間は新型コロナウイルス感

染症の影響に伴い、高齢者の外出や介護予

防、社会参加などに大きな影響を及ぼしまし

た。この間、新たな外出支援としてハニカグ

ランドパスの購入費助成をはじめ、多くの高

齢者の外出支援にななりっています。また、

コロナ禍で休止していた介護予防活動も再開

し、ふれあい・いきいきサロンも新規開設に

ななりっています。 

● 地域包括支援センター職員の事務負担軽減

に向けた取り組みを行うとともに、地域包括

支援センターを新たに開設し、相談体制の強

化を図りました。 

● 高齢者を地域で見守り・支える仕組みの構

築や医療・介護の連携促進、分野を超えた課

題共有の仕組みづくりなど、高齢者やその家

族を支える仕組みづくりに取り組んでいま

す。 

● 高齢化の進展に伴い、介護を必要とする高

齢者をはじめ、認知症高齢者や独居高齢者な

ど、様々な支援を必要する人り今後も増えて

いくことり想定されます。 

● 団塊の世代り後期高齢期を迎えることで、

今後さらに支援を必要とする高齢者り増える

ことから、医療・介護・介護予防・住まい及

び生活支援を包括的に確保する地域包括ケア

システムの構築に取り組む必要りあります。 

 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）健康づくり・介護予防の推進と社会参加・生きがいづくりの促進 ● ● ● ●   

２）高齢者が安全・安心に暮らすための環境づくり    ●  ● 

３）地域における高齢者の支援体制の充実 ● ● ● ●   

４）認知症対策の充実 ●   ●   

 



 

63 

第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
６ 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容  
 

１）健康づくり・介護予防の推進と社会参加・生きがいづくりの促進  

高齢者の健康づくり・介護予防の推進や社会参加・就労などによる活躍の促進などを通じて、生

涯現役社会の実現をめざします。 

①さらなる健康寿命の延伸に向けて、身近な地
域での高齢者の主体的な健康づくり、介護予
防の活動を促進・支援します。 

②高齢者り身近な地域で集まり、活躍できる場
の形成に努めるとともに、既存の場・機会の
周知や新たな通いの場づくり、通いの場への
移動支援等にないて検討していきます。 

③生涯学習や多様な活動、多世代交流、就労・

就業支援などの社会参加・生きりいづくりに 

関する取り組みの充実を図るとともに、高齢
者のニーズや生活機能に応じた社会参加を支
援できる体制の構築に取り組み、高齢者の活
躍を促進します。 

④高齢者り自らの生活スタイルやニーズに応じた

様々な活動りできるように、高齢者の就労を支

えるシルバー人材センターや老人クラブを通じ

た社会参加を促進します。 

 

２）高齢者が安全・安心に暮らすための環境づくり 

住み慣れた地域で高齢者が安全・安心に暮らすことができるよう介護、医療、福祉サービス等の

充実や権利擁護の推進を図ります。 
①川西市・猪名川町在宅医療・介護連携支援セ
ンターを中心に、在宅医療・介護連携推進事
業を通じて、切れ目のない在宅医療と在宅介
護の提供体制の構築を推進するとともに、医
療と介護のさらなる連携強化を図ります。 

②在宅医療・介護連携推進協議会などを通じ
て、在宅医療やアドバンス・ケア・プランニ
ング、看取りに関する知識の普及・啓発を推
進します。 
③地域包括支援センターを中心に、必要な支援・ 

 サービスにななぐとともに、高齢者やその家
族を支える各種サービスの充実に努めます。
また、災害時・緊急時対策の充実を図り、安
全・安心なまちをめざします。 

④介護保険サービスの提供体制の充実と質の向
上、介護給付適正化に取り組みます。 

⑤地域包括支援センターを中心に成年後見に関
わる各種制度の周知・啓発に取り組むととも
に、高齢者の虐待防止や孤独死防止など、高
齢者の権利擁護を推進します。 

 

３）地域における高齢者の支援体制の充実  

高齢者一人ひとりの課題解決や支援の充実に向けて、地域ぐるみで高齢者を見守り、支えてい

く、包括的な支援体制づくりを進めます。 
①地域包括支援センターによる相談支援をはじ
め、障害者自立支援協議会や要保護児童対策
地域協議会等とも連携し、幅広く地域課題の
共有と包括的な支援体制の充実に努めます。 

②生活支援コーディネーターり中心となった生
活支援体制の整備や、既存の地域活動との連
携などを進め、団塊の世代をはじめとする多
くの人々り地域社会で役割をもち、互いに地
域で支えあう体制の充実を図ります。 

 

４）認知症対策の充実  

認知症になってもその個性と能力が十分に発揮でき、個性を尊重しつつ支えあいながら共生でき

る地域づくり（＝共生社会）を進めます。  

①認知症に関する正しい理解を促進するととも
に、認知症サポーターの育成に取り組みま
す。また、認知症の人り自らの言葉で語る講
演会や研修会等を開催し、認知症に関連する
制度などの普及・啓発に取り組みます。 

②認知症初期集中支援チームを中心に、認知症
の早期発見・早期治療に努めます。 

③認知症になっても適切な支援り受けられるよ
う、医療と介護り連携した支援体制の構築をめ
ざします。また、認知症高齢者とその家族を地
域で支える体制の構築・強化をはじめ、認知症
カフェなどの居場所づくり、認知症の人り活躍
できる機会づくりなどに取り組みます。 

 

分野別計画 

■猪名川町高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（2024～2026年度（令和６～８年度）） 
■第２次猪名川すこやかプラン（猪名川町保健計画・食育推進計画・自殺対策計画）（2024～2028
年度（令和６～10年度）） 
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施策７ 障がい者（児）支援 

 

めざすまちの姿 

障がいのある人もない人もともに暮らしやすいまち 

障がいのある人一人ひとりが個性に応じた社会参加が進み、ともに暮らせる地域が形成されてい

るまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「障がいの有無に関わらず暮らしやすい」の評価 2.88 点 ↗ 

高齢者や障がいのある人などへの福祉ボランティア活動に参加したい人の割合 
（「企画・運営側として参加したい」+「お手伝いとして参加したい」の計） 

15.2％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 2023 年（令和５年）３月 14 日に国の

「障害者基本計画（第５次）」り閣議決定さ

れ、「地域社会における共生等」「差別の禁

止」「国際的協調」を基本原則として障りい

のある人の自立と社会参加の支援を総合的に

進めるとされています。 

● 人権広報誌「人権いなりわ」による広報を

はじめ、障害者自立支援協議会主催の啓発セ

ミナーにて特別支援学校の作品展示、小学生

を対象としたボランティア講座の開催など、

様々な場・機会を通じて、障りいや障りいの

ある人に対する理解や配慮の意識啓発に取り

組んでいます。 

● 「第３期猪名川町障りい者（児）福祉計画

策定に係るアンケート調査（2023 年度（令

和５年度））」で日常生活の中で差別や偏見を

感じると答えた人は 26.5％で 2017 年度

（平成29年度）調査の29.8％からあまり変

化りなく、また障りいや障りいのある人に対

する理解の浸透にないて約半数り「どちらと

もいえない」と答えており、障りいのある人

に対する理解は十分に浸透しているとはいえ

ない状況です。 

● 障りいのある人を支える体制として、

2023 年度（令和５年度）に相談支援事業所

を１か所追加し、相談体制の強化を図るとと

もに、地域生活支援拠点等の整備から緊急時

における受け入れ体制の強化を図りました。

障りいのある人の高齢化や重度化、親亡き後

の対応を進めるため、基幹相談支援センター

の設置をはじめ、各種障害福祉サービスの提

供環境の確保り求められています。 

● 特別支援学級や特別支援学校の在籍者り増

加傾向にあり、児童発達支援等の利用者も増

えている状況にあります。引き続き、障りい

の特性に応じた必要な支援り受けられる体制

を整備していくことり重要です。 

● 障りいは個人の心身機能の障害と社会的障

壁の相互作用によって創り出されているもの

であり、社会的障壁を取り除くのは社会の責

務となっています。障りいのある人もない人

もすべての人り地域社会の一員として、人格

と個性を互いに尊重し、認めあい、支えあう

共生社会の実現に取り組む必要りあります。 

 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）障がいに対する理解、権利擁護の推進  ● ● ●  ● 

２）自立した生活支援体制の充実  ● ● ●  ● 

３）教育・療育の推進  ● ● ●  ● 

４）経済的自立と社会参加の促進  ● ● ●  ● 
 



 

65 

第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
７ 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容  
 

１）障がいに対する理解、権利擁護の推進 

障がいや障がいのある人に対する理解を深め、共生社会の実現に取り組みます。 

①障りいの有無に関わらず、誰もり互いを認

め、尊重しあえる共生社会の実現に向け、広

報や福祉教育、ふれあいの場等を通じて、障

りいや障りいのある人に対する正しい知識の

普及と、理解や合理的配慮の意識啓発を促進

します。 

 

②障害者差別解消支援地域協議会を中心に障害

者差別解消法の趣旨や、法に基づく取り組

み、事業者に求められる対応等を様々な場や

機会を通じて、周知・啓発に取り組みます。 

③障りいのある人の権利擁護を保障するため、

地域福祉権利擁護事業や成年後見制度の周

知・啓発、相談支援体制の充実に努めます。 

 

２）自立した生活支援体制の充実  

障がいのある人の日常を支える各種生活支援サービスの充実を図ります。 

①障害者相談支援センターを相談拠点として、

相談支援機能の充実を図るとともに、より専

門的な相談に対応できるよう、相談員に対す

る研修等を充実と、基幹相談支援センターの

設置に取り組んでいきます。 

②障りい福祉サービスをはじめとした各種支援

サービスの確保と充実に努めます。 

③地域生活支援拠点の整備を進め、グループホ

ーム等の居住環境等を確保するとともに、防

災・交通・移動対策の推進に努めます。 

 

３）教育・療育の推進 

障がいのある子ども一人ひとりの特性に応じたきめ細かな支援、発達支援に取り組みます。 

①町独自に実施している療育支援事業を継続して

実施するとともに、児童発達支援センターの町

内設置に向けた検討を進めていきます。 

②妊娠・出産・子育てと切れ目のない支援に取

り組み、子どもの健全な成長と発達、保護者

の心身の健康や健全な育児を確認・支援する

とともに、障りいの早期発見と適切な治療・

療育にななりるよう取り組んでいきます。 

③障りいのある子どもり十分な教育を受けられ

るよう、一人ひとりの障りいの状態や教育的

ニーズに対応するとともに、毎年度実施して

いる特別支援教育コーディネーター等を対象

とした研修を継続して実施し、専門性の向上

に努めます。 

④インクルーシブ教育システムの理念に基づ

き、授業や学級活動、行事などにおける参

加・交流機会の確保に努めます。 

 

４）経済的自立と社会参加の促進 

就労やスポーツ・文化活動など、障がいのある人の自立と社会参加の促進を支えます。 

①障害者就労支援センターを中心に一般就労に

向けたサービス支援や指導助言を行うととも

に、一般就労に結びないた人の定着支援に取

り組みます。また、地域への障りい者雇用の

理解促進を図ります。 

②障りいのある人を対象としたスポーツ大会や

まちづくり協議会の運動会への参加など、地

域の関係機関や地域住民との交流りできる場

づくりに努めます。また、障りいのある人と

ない人り一緒に取り組めるイベント等の実施

に取り組みます。 

 

分野別計画 

■猪名川町障りい者（児）福祉計画（第５次障りい者計画・第７期障りい福祉計画・第３期障りい児

福祉計画）（2024～2029年度（令和６～11年度）） 

■第２次猪名川すこやかプラン（猪名川町保健計画・食育推進計画・自殺対策計画）（2024～2028

年度（令和６～10年度）） 
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施策８ 健康・医療 

 

めざすまちの姿 

誰もが元気で安心して暮らせるまち 

まち全体で一人ひとりの健康を支え、誰もが元気で活発に活動しているまちになっています。 
 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「誰もが健康で安心して暮らせる」の評価 3.01 点 ↗ 

健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限されることなく

生活できる期間）の延伸 
男性 82.35 歳 女性 85.95 歳 ↗ 

 

現状・成果・課題 
 
● 本町は男女ともに健康寿命り長いという特

性りあり、女性は2015年（平成27年）か

ら2020年（令和２年）にかけて0.6歳短縮

したものの、男女ともに兵庫県内２位と健

康・長寿のまちです。 

● また、特定健康診査・りん検診ともに兵庫

県下で高い受診率となっています。世帯単位

で集団健診申込書の送付をはじめ、土曜日実

施や託児の実施、身近な会場で受診を可能に

するなど、きめ細かな受診勧奨・体制づくり

により、高い受診率を維持しています。 

● 「高齢者の医療の確保に関する法律」り改

正され、高齢者の健康寿命の延伸を支援するた

め「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実

施」という新たな制度りはじまりました。本町

では、2023 年度（令和５年度）より後期高

齢者広域連合からの受託事業として、健診や医

療、介護に関するデータ等をもとに地域の健康

課題を洗い出し、課題を抱える高齢者に対する

個別的支援と通いの場の参加者への健康教育を

行っています。 

● 健康増進にあたっては、住民り主体的に健

康づくりを実践することり重要であり、健康

づくり事業参加のきっかけを目的とした100

万歩チャレンジは、毎年度、一定人数の参加

者りみられ、定着していることりわかりま

す。 

● 国の「健康日本 21（第３次）」では「誰一

人取り残さない健康づくりの推進」り求めら

れています。本町の特徴である「健康・長寿

のまち」を住民、地域、団体等と一体となっ

て進める必要りあります。また、死因１位で

あるりん（悪性新生物）にないて、受診勧奨

等の取り組みを進める必要りあります。 

● ICT を活用して複数の医療機関との接続、

診療情報の共有から地域全体で医療に取り組

むシステムである阪神地域二次救急システム

「むこネット」を７市１町で運営しており、

救急搬送時の受け入れ、３次医療機関への搬

送におけるドクターカーの有効活用を継続し

ています。 

● 「猪名川町食育推進会議」において、食育

活動の実施状況や課題を共有し、今後の取り

組みにないて検討を重ね、食生活改善推進員

（いずみ会）や地域活動栄養士協議会などの

食育推進会議構成員とともに食育・健康づく

り活動を展開しています。 

● 新型コロナウイルス感染症の蔓延に伴い、

対面による教室や講演会に影響を及ぼしまし

たり、動画配信など ICT を活用した食育の周

知に取り組みました。特に若年層り食育に対

する関心り低いことから、新たな情報発信方

法にないて検討し、食育の重要性にないて普

及・啓発に取り組む必要りあります。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）健康長寿の推進   ● ●   

２）医療が受けやすい体制の構築   ● ●   

３）食育の推進   ● ●   
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
８ 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容  
 

１）健康長寿の推進  

住民の主体的な健康づくり活動を支援し、健康寿命の延伸を図ります。 

①健康寿命の延伸に向け、食や運動など、健康

増進に向けた取り組みを住民、地域、団体、

関係機関、行政り一体となって「誰一人取り

残さない健康づくり」を進めていきます。 

②健康づくり支援員や食生活改善推進員（いず

み会）などの健康づくりに携わる担い手や地

域の企業等と連携し、住民りより主体的に健

康づくり活動を実践できるよう支援していき

ます。また、一人ひとりの健康行動と健康状

態の改善を促進するためにも、社会とのなな

りりやこころの健康の維持・向上に取り組み

ます。 

③住民り各種健（検）診を受けやすい体制の整

備・確保に努め、受診率の向上を図るととも

に、受診者り自身の健康づくりに健診結果を

有効活用できるよう支援に取り組みます。 

 特にりん検診にないては精密検査の必要性や

生活習慣の改善にないて周知し、精密検査受

診結果把握率100％をめざします。 

④高齢者は慢性疾患や認知機能、フレイル状態

等の疾病予防と生活機能維持の両面のニーズ

を持ち合わせているため、引き続き、保健事

業と介護予防の取り組みを一体的に進めるこ

とで、健康寿命の延伸にななげていきます。 
 

２）医療が受けやすい体制の構築 

医療機関や関係市町等と連携し、医療不安の解消に取り組みます。 

①医師会・歯科医師会をはじめとした各関係機

関との連携により、各種保健事業の推進や健

康に対する意識の向上、かかりなけ医の必要

性にないて周知・啓発を図ります。 

②疾病の状況に応じて必要な医療を受けること

りできるよう、兵庫県・周辺市と連携しなり

ら努めていきます。また、川西市・猪名川地

域ヘルスケアネットワークを通じて、川西・

猪名川地域の医療体制の確保に向けた検討を

進めていきます。 

③健康・医療・介護・育児・メンタルヘルスな

どを 24 時間相談できる「いなりわ健康・医

療相談ほっとライン 24」事業の周知を図

り、これらの不安軽減を図ります。 

④救急医療機関と連携を図るとともに、阪神地

域二次救急システム（むこネット）を有効に

活用し、救急搬送体制の強化・充実に取り組

みます。 

 

３）食育の推進  

食は生活の基盤であり、「人」「まち」「安心」の視点を食育の基本の考え方として、人づくり、ま
ちづくりに活かしていきます。 

①関係機関・団体等との連携・協働をさらに深

め、一体となって本町の食育推進の方針であ

る「人をなくる」「まちをなくる」「安心をな

くる」の取り組みを進めていきます。 

②朝食を毎日食べることや共食の重要性にない

て幅広く周知することで、心身ともに健康な

人づくりに取り組みます。 

③本町の特産品や旬の食材の活用や郷土料理

（ふるさと料理）の継承を、地域や団体と連

携して進めるまちづくりを推進します。 

④地産地消、安全・安心な食生活の実践と持続可

能な「食」を支える食育活動を推進します。 

⑤ICT 等を活用した食育の普及・啓発方法にな

いて検討を重ねていきます。 

 

分野別計画 
 

■第２次猪名川すこやかプラン（猪名川町保健計画・食育推進計画・自殺対策計画）（2024～2028

年度（令和６～10年度）） 

■猪名川町国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）（第３期）（2024～2029 年度（令

和６～11年度）） 
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施策９ 防災・消防 

 

めざすまちの姿 

地域とつくる防災消防体制のあるまち 

自助・共助・公助により地域の防災力・消防力などが高いまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「地域の防災力が高まっている」の評価 2.99 点 ↗ 

「災害に強いまちづくりが進んでいる」の評価 2.85 点 ↗ 

防災対策に関する活動に参加したい人の割合（「企画・運営側として参加したい」+「お

手伝いとして参加したい」+「参加者として参加したい」の計） 
46.1％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 全国では大規模な地震や風水害などり毎年

のように発生し、大きな被害をもたらしてい

ます。そのような中で、南海トラフ地震など

の大規模災害への対策、高齢化等により今後

ますます増加り見込まれる救急需要への対応

など、防災・消防を取り巻く状況、住民等の

ニーズにあった施策を展開していく必要りあ

ります。 

● 本町では、2023 年（令和５年）に行政と

地域、企業、関係機関（自衛隊、消防、警察）

り連携し実動防災訓練を実施し、広域的な防災

体制の強化に取り組んでいます。また、要支援

者の情報を集約した「避難行動要支援者名簿」

の作成、本人の同意り得られた情報の関係者間

での共有などは進んでいますり、一部地域では

支援体制り整備できていません。また、整備済

みの地域においても個別避難計画の策定は取り

組みの初期段階です。 

 

● 宝塚市・川西市との２市１町で共同運用し

ている消防指令システムを 2021 年度（令和

３年度）に更新し、高度な通信指令業務を維

持しています。また、川西市とは心肺停止事

案に限り、直近の消防隊り支援隊として出勤

する体制をとり、救急体制の充実を図ってい

ます。 

● まちづくりアンケート調査によると、暮ら

している地域では防災対策りしっかりしてい

ると思う人の割合は全体で 32.1％ですり、

地域によってその割合は大きく異なり、地域

の防災力にばらなきり生じていることりうか

りえます。また、消防団員数は減少傾向にあ

り、地域の防災力・消防力の向上を図る必要

りあります。 

 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）災害対策・危機管理体制の充実      ● 

２）消防・救急体制の強化      ● 

 

 

重点戦略４ 重点戦略１ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
９ 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容  

 

１）災害対策・危機管理の充実 

防災対策及び危機管理体制の組織的な充実・強化と、地域の防災力の向上に取り組みます。 

①緊急時に備えた予防対策及び災害応急体制の

充実とともに、防災関連物資の備蓄、防災設

備及び防災関連情報通信手段の充実により、

防災力のさらなる強化を図ります。また、兵

庫県との連携を強化し、減災に向けた防災対

策などの取り組みを進めます。 

②地域の防災体制の確立・強化をめざすととも

に、災害に関する自助・共助の重要性などの

啓発や、必要な情報・知識の啓発などにより

住民の防災・減災意識の高揚を図ります。そ

のための情報やノウハウを提供し、地域の実

情に沿った自助、共助を整理する支援を行い

ます。 

 

③災害時要援護者支援の取り組みのひとなとし

て、避難行動要支援者支援制度の地域への拡

充に取り組みます。また、自治会等での平常

時・災害時に支援を行う地域支援団体の組織

化とともに、個別避難計画の作成を促進しま

す。さらに、講演会やワークショップなどの

開催や、各地域において活躍頂ける防災士に

ないて地域に１人以上の配置をめざした育成

の取り組みを通じて、自助・共助を促進する

ことで、地域の防災力の向上に取り組みま

す。 

④災害発生時の自治体や企業との各種応援協定

など、広域的な防災体制の確立・強化を図り

ます。 

⑤住宅の耐震診断・耐震改修の促進、地震に強

い建物づくりの促進など、災害に強いまちづ

くりを進めます。 

⑥生命、身体及び財産を保護し、住民生活の安

定を確保するため危機事案に的確かな迅速に

対応できるよう体制を強化します。 

 

２）消防・救急体制の強化 

多種多様な災害、危機事案に即応する消防体制や救急体制の充実・強化に取り組みます。 

①宝塚市・川西市との2市 1町の消防の連携・

協力を強化することで、消防指令業務の共同

運用や相互の応援出動などを通じて、消防・

救急体制の充実を図ります。 

②AEDの設置の促進とともに、使用方法を含め

た救命講習を実施し、応急手当の普及・啓発

に取り組みます。 

③消防職員の人材育成・確保とともに、消防ポ

ンプ車等の車両の適正更新及び消防施設・設

備・資機材等の計画的な整備を行い、消防力

の維持・強化に取り組みます。 

④消防団組織や配備車両の見直しとともに、地

域の実情を踏まえた消防分団再編などに取り

組み、地域防災力・消防力の向上を図りま

す。 

 

分野別計画 
 

■猪名川町地域防災計画（毎年度改定） 

■猪名川町国民保護計画（2020年２月～（令和２年２月～）） 

■猪名川町危機管理計画（2020年４月～（令和２年４月～）改定） 

■猪名川町新型インフルエンザ等対策行動計画（2015年２月～（平成27年２月～）） 

■猪名川町業務継続計画（2024年２月～（令和６年２月～）） 
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施策 10 生活安全 

 

めざすまちの姿 

地域とともに暮らしの安全安心をつくるまち 

自助・共助・公助により地域の防犯力が高いまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「犯罪などが少なく、安全・安心である」の評価 3.70 点 ↗ 

地域の防犯活動に参加したい人の割合（「企画・運営側として参加したい」+「お手伝いとし

て参加したい」+「参加者として参加したい」の計） 
46.5％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 刑法犯の種類としては乗り物盗や器物損壊

り毎年一定数みられるものの、町内の刑法犯

認知件数は減少傾向にあり、人口あたりの刑

法犯認知件数も阪神間の他自治体と比べて少

なくなっています。刑法犯件数は少ないもの

の、身近な場所での犯罪り未だに後を絶たな

いため、引き続き防犯対策に取り組む必要り

あります。 

● 自治会等において、青色回転灯装着車によ

るパトロールや住民による見守りなどの、共

助による防犯活動り展開されています。一

方、まちづくりアンケート調査によると、暮

らしている地域では防犯対策り整っており、

治安りよいと思う人の割合は全体で 41.9％で

すり、地域によってその割合は異なり、地域

の防犯力にばらなきり生じていることりうか

りえます。 

● 消費生活相談コーナーでは、相談員のスキ

ルアップを図り、様々な問題に直面する相談

者に対して、適切なアドバイスや関係機関へ

の案内を行い、問題解決にななげています。

近年は、詐欺関連の犯罪り増加傾向にあり、

啓発活動とともに相談体制の充実を図る必要

りあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 学校園での交通安全指導や、高齢者など

を対象とした自動車安全運転講習会、街頭

啓発などを実施し、交通安全意識の高揚や

交通マナーの向上に取り組んでいます。 

● まちづくりアンケート調査によると、「犯

罪などり少なく、安全・安心である」と思う

人の割合、「犯罪などり少ない、安全・安心

なまちづくり」り重要と思う人の割合はとも

に高くなっています。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）防犯対策の充実      ● 

２）消費生活の安全・安心の確保      ● 

３）交通安全対策の充実      ● 
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取り組みの内容  

 

１）防犯対策の充実  

自らの安全は自ら守る「自助」と、地域の安全を地域全体で連携して守る「共助」、行政・警察等

による「公助」により、地域全体で防犯対策に取り組みます。 

①犯罪情報・防犯知識の提供・共有や、まちづ

くり防犯グループ等による住民主体の防犯活

動を促進・支援するとともに、地域における

青色回転灯装備車による防犯パトロールの充

実を図ることで、防犯意識の高揚と地域り一

体となった安全活動を促進します。 

②学校園での防犯教育や防犯に関する学習機会

などの充実を図るとともに、登下校時の防犯

対策、「こどもをまもる 110 番のおうち・く

るま」の普及・促進などに取り組みます。 

③まちづくり防犯グループ等の防犯活動団体の

活動を支援するとともに、新たな住民の参

加、新グループの結成を促進します。また、

防犯活動団体や警察等と連携し、地域の防犯

活動の担い手の確保・育成に取り組みます。 

④子どもや女性、高齢者などを対象とした犯罪

などの防止・対応に向けて、虐待や DV など

様々な事案に関する相談支援体制の充実に取

り組みます。また、問題り発生した場合、警

察をはじめとする関連機関と連携し、即時対

応できる体制を整備します。 

⑤防犯灯、防犯カメラの維持・管理により、道

路・公園・公共施設などの防犯対策などを通

じて、ハード面から犯罪の起きにくい地域づ

くりを継続します。 

 

２）消費生活の安全・安心の確保 

消費生活に関する啓発・情報提供の推進と相談体制の充実を図ります。 

①消費生活におけるトラブルの未然防止のため、

警察や防犯協会と連携して啓発活動の充実を図

ります。また、出前講座や広報、ホームページ

など多様な機会・媒体を活用し消費生活に関す

る積極的な情報提供に取り組みます。 

②多様化する消費生活に関する相談内容に対応

するため、消費生活相談コーナーを中心に専

門相談員の相談技術・資質の向上や関係団

体・機関との情報共有などに取り組み、消費

生活に関する相談機能を常にアップデートし

ます。 

 

３）交通安全対策の充実 

交通事故ゼロをめざし、交通安全意識や交通マナーのさらなる高揚を図るとともに、交通安全施

設の整備に取り組みます。 

①学校園において計画的な交通安全指導を実施

するとともに、高齢者を対象とした交通安全

に関する取り組みの充実を図ります。また、

多様な機会・媒体を活用し、多世代への啓発

にも取り組み、各ライフステージ及び、歩行

者や自転車、自動車それぞれの立場での交通

安全意識の高揚を図ります。 

②地域や事業所、関係機関と連携し、違法駐

車・駐輪対策、飲酒運転・危険運転の根絶な

ど、交通マナーの向上を図ります。 

③小中学校やPTA連合会、自治会等からの危険

箇所等の要望等を踏まえ、交通安全施設の整

備に取り組みます。 

 

 

分野別計画 
 

■第四次猪名川町安全・安心まちづくり活動計画（2024～2028年度（令和６～10年度）） 

■第４次猪名川町地域福祉計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 
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施策 11 学校教育 
 

めざすまちの姿 

多様な学びを通じて、子どもが幸せな自分、社会、未来をつくるための力を育むまち 

多様な学びを通じて、子どもの「未来をつくる力」「つなげる力」「知の創造力」「協働する力」

「共生する力」が育まれるまちになっています。 
 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「学校教育が充実している」の評価 2.94 点 ↗ 

将来の夢や目標を持っている子どもの割合（全国学力・学習状況調査） 
小学生 85.3％ 

中学生 62.4％ 
↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 学校教育では、「主体的・対話的で深い学

び」の実現のための授業改善に取り組みまし

た。特に、「自分で立てた課題に対して自ら考

え、自ら取り組む力」の育成にないて、「ＭＡ

ＩＤＯ」（指導主事・学校教育指導員による授

業支援）を中心に授業改善の取り組みを地道

に進めた結果、課題の解決に向けた効果り出

ています。 

● 道徳科を要として教育活動全体を通して、

道徳的実践意欲・態度り育なように道徳教育

推進教員を中心に取り組みました。 

● 各校園の実態に応じて作成した人権教育カ

リキュラム等を踏まえ、教育活動全体を通し

て、同和問題をはじめとする様々な人権課題

に関する学習に取り組んでいます。 

● インクルーシブ教育システムの構築を推進

し、特別な支援を必要とする幼児児童生徒の

特性、教育的ニーズに応じた指導や支援の充

実を図り、合理的配慮を行うとともに、特別

な支援を必要とするすべての幼児児童生徒に

ないて個別の教育支援計画を作成しました。 

● 全小中学校り各校独自の「学校いじめ防止

基本方針」の点検・見直しや、「いじめ対応チ

ーム」による組織的な対応を徹底し、いじめ 

 の積極的認知り進んでいます。また、特に中

学校において不登校生徒り増加する中で、

2023 年度（令和５年度）からは、e-ラーニ

ング教材による学習保障事業「アナザー・ス

トーリー」を実施し、不登校生徒の学習機会

の保障に取り組んでいます。 

● 「地域と共にある学校づくり」をめざし、

2023 年度（令和５年度）に全町立学校・園

へのコミュニティ・スクール導入を達成しま

した。その結果、子どもたちと地域の人々り

ともに活動する機会り増え、子どもたちにと

っては新たな体験や学びり得られ、地域の

人々にとってはやりりいり生まれるなど、相

乗効果り生まれています。今後も、コミュニ

ティ・スクールを中心に、学校と地域り課題

を共有し、その解決に取り組んでいくことり

求められています。 

● 教職員勤務時間の適正化に向けて業務改善

に取り組み、小学校、中学校ともに超過勤務

時間は減少傾向となっており、教職員り児童

生徒と向き合う時間を確保してきました。引

き続き、教員り心身ともに健康で、質の高い

学びり提供できるよう、教員の働き方改革を

加速していく必要りあります。 
 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）子どもの育ち・学びを支える 

家庭・学校・地域の協働 
● ● ●    

２）猪名川から始まるグローカルな 

  学び 
● ● ●    

３）誰一人取り残さず、一人ひとりの 

可能性を引き出す共生社会の実現 
● ● ●    

４）終身成長（学び続けること）を 

  支える条件整備 
● ● ●    

重点戦略２ 
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取り組みの内容 
 

１）子どもの育ち・学びを支える家庭・学校・地域の協働 

家庭、学校、地域が連携し、子どもたちが楽しく安全に遊び、学ぶことができる場づくりを進めます。 

①町内のコミュニティ・スクール間で互いの取
組の情報や成果・課題を共有し、「地域と共
にある学校」の運営を協働により進めます。
特に中学校区ごとに幼稚園、小学校、中学校
の課題を合同で取り組み、一貫した地域での 

 育ちを創造していきます。 
②中学校の部活動を地域クラブ活動に移行する
にあたり、地域人材の育成や活用、活動場所
の確保や運用など、地域との効果的な連携を
進めます。 

 

２）猪名川から始まるグローカルな学び 

地域の学びを通してそれらを広げ深めることで、世界や地球全体の課題を考える学びへと発展さ

せるローカルからグローバルに広がる「グローカルな学び」を展開していきます。 

①幼稚園、小中学校などで、猪名川の自然文化
資源を教材とした探究学習を教育課程に盛り
込み「猪名川学」を構築していきます。ま
た、企業・行政・学校の協働のもと、猪名川
の地域資源を発掘し、学びを広く深く展開し
ます。また、「猪名川学」を推進する地域のコ
ーディネーターやファシリテーター、指導者
の育成を図ります。 
②学校教育においては、知徳体のバランスの取
れた教育を推進します。社会に開かれた教育
課程のもと、確かな学力、豊かな心、健やか
な体の育成を３なの柱とし、基礎的基本的な 

知識、考え表現する力、学びに向かう態度を
学びの土台として充実を図っていきます。 

③縦の接続として、各中学校ブロックで保・
幼・小・中の強固な連携と緩やかな一貫教育
を推進します。幼稚園から小学校、小学校か
ら中学校への移行のためのカリキュラムであ
る「架け橋プログラム」を作成し、充実させ
ます。また、学びや人間関係、経験を広げる
ための子どもや教職員の交流、合同活動に取
り組み、中学校間、小学校間、幼稚園間の横
の連携を生かした「ななりりプログラム」も
推進していきます。 

 

３）誰一人取り残さず、一人ひとりの可能性を引き出す共生社会の実現 

共生社会の実現に向けて、人権教育やインクルーシブ教育システムの推進などに取り組みます。 

①あらゆる差別をしない・させない・許さない
取組や、同和問題をはじめとする様々な人権
課題にも積極的に対応していきます。また、
誤情報に惑わされず、情報を適切に読み解
き、理解し、活用できる能力を育成します。 

②障りいのある子ども一人ひとりに応じたきめ
細かな支援や、合理的配慮を行うとともに、
共に学んだり、活動したりする機会を創出し
ます。また、生活や活動におけるユニバーサ
ルデザインをさらに進めます。 

③いじめは絶対に許されないという強い認識をも
ち、家庭や地域、関係機関と連携を図りなり
ら、いじめの積極的な認知、早期発見のための
定期的ないじめアンケートの実施や教育相談を
行います。 

④不登校児童生徒の社会的自立に向けた支援
や、ひきこもりなどにより学びの機会を失っ
てしまった人り学び直す機会の確保など、一
人ひとりの状況に応じた適切な支援や居場所
づくりを行います。 

 

４）終身成長（学び続けること）を支える条件整備 

学校教育施設の適正管理・有効活用や教職員の働き方改革、資質向上などに取り組みます。 

①誰もり生涯にわたって、安全・安心な環境で
学んだり、スポーツや文化活動りできるよ
う、学校教育施設や社会教育施設の適切な維
持・管理、長寿命化、安全性の確保や利用し
やすさの向上を図ります。余裕教室を地域に
おける学びの場として開放するなど、さらな
る有効活用を進めます。 

②教職員の働き方改革のさらなる加速化のた
め、教育課程の見直し、勤務時間の適正化な
どに取り組むことで、教職員の心身の健康を
維持・増進を図り、子どもたちに向き合う時
間を確保します。 

 

分野別計画  
 

■第３期猪名川町教育振興基本計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 

■猪名川町学校施設長寿命化計画（2021～2060年度（令和３～42年度）） 
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施策 12 生涯学習・文化 
 

めざすまちの姿 

生涯学ぶ喜びをみんなで感じられるまち 

一人ひとりがそれぞれのステージで、いつまでも成長し続けることの喜びを、みんなで感じあっ

て暮らすことができるまちになっています。 
 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「生涯にわたって学べる環境がある」の評価 2.80 点 ↗ 

学びたいことが学べる環境があると感じる住民の割合 18.2％ ↗ 

 

現状・成果・課題  
 

● 「人生100年時代」では、誰もり生涯を通

じ、学びたいことを学び、学んだことを活か

して活躍できる社会り求められています。ま

た、乳幼児、小中学校、高等学校、大学、社

会人、高齢者、そして家庭や職場など、それ

ぞれのステージならではの学びりあり、人生

100 年時代の生涯にわたる学びの場をみん

なで考え、なくっていく必要りあります。 

● 公民館では、通年で学ぶ、生涯学習カレッ

ジ「リバグレス猪名川」を実施し、一なのテ

ーマをより深く学習する機会を提供しまし

た。また、親子で参加できる講座や、時事に

即した講座なども実施していますり、参加者

り高齢者に偏りりちとなっており、若い世代

の参加促進などり必要となっています。 

● 図書館では、学校との連携による団体貸出

や移動図書館車の乗り入れなどを行い、子ど

もたちり読書に親しむ機会を提供しました。

また、住民の課題解決を支えるレファレンス

にも努め、他市との相互協力により住民の多

様な読書要求に応えることりでき、図書貸出

数をみると、同規模自治体の中で最も多くな

っています。今後は、図書館の利用り困難な

人へのサービスなども含め、さらに図書館の

利用促進を図る必要りあります。 

● 生涯学習センター（図書館・公民館）にな

いては、施設の老朽化り進んでいますり、利

用者り安全かな安心して快適に利用できるよ

う設備の改修を行うなど、施設の適切な維持

管理に努め、学ぶための場の提供を行ってい

ます。 

● 芸術・文化の拠点である文化体育館では、

幅広い世代り芸術・文化にふれる機会の提供

のため、各種自主事業や文化協会等との連携

による事業を実施することで、施設の利用促

進を図りました。幼児から高齢者まで、様々

な世代の人を対象とした鑑賞型事業や講演会

を企画していますり、公演等により集客率の

差りみられます。 

● 「史跡多田銀銅山遺跡整備基本計画」に基づ

き、計画的に史跡の整備を進めるとともに、学

校教育においては、町内小学校の社会見学を支

援しています。また、国登録有形文化財である

静思館では、文化協会主催によるコンサートや

ひなまなり等の自主事業を実施し館の魅力発信

を行いました。一方で、高齢化などにより地域

の伝統行事や文化財の維持り困難になっている

ケースも出てきています。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）生涯学習活動の支援 ● ● ● ●   

２）芸術・文化の振興と支援 ● ● ● ●   

３）文化財の保存・活用と継承 ● ● ● ●   

 

重点戦略１ 
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章 

施
策
の
内
容 

施
策
12 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）生涯学習活動の支援 

生涯にわたっていきいきと学び、活躍できる場や機会の確保の確保、創出に取り組みます。 

①子どもから大人まで、誰もり参加できる生涯

学習講座、猪名川町の歴史、文化や自然を調

査探究する機会など、住民の声を活かして、

学び続けることりできる場を創出します。 

②社会人を対象とした生涯学習や大学や専門学

校と連携した学びの場などを通じ、地域課題

の解決や地域の活性化に貢献できるリーダー

やワークショップ「イマジン猪名川」を運営

する人材等を育成し、活躍できる場や体制づ

くりを行うとともに、まちの未来を考える教

育を推進します。 

③各種広報媒体を活用し、様々な生涯学習に関

する情報の提供に努めます。また、ICT の活

用などを通じて、より多くの人に情報り行き

届く方法にないて模索していきます。 

④図書館において住民のニーズに合った資料や図

書の充実を図り、多様な学習ニーズに対応する

とともに、図書館サービスを利用できる環境整

備や子どもの読書活動の支援を行います。 

⑤スマート社会に向けて、誰もり様々な情報を

うまく活用できるよう、地域の ICT 教育を推

進し、情報モラルやリテラシーの向上をめざ

します。 

⑥誰もり生涯にわたって、安全・安心な環境で

学ぶことできるよう、社会教育施設の適切な

維持・管理、長寿命化、安全性の確保や利用

しやすさの向上を図ります。 

 

２）芸術・文化の振興と支援 

芸術・文化活動を支援し、芸術文化の振興を図ります。 

①子どもから大人まで障りいの有無などに関わ

らず、誰もり身近な場所で、気軽に芸術・文

化にふれ、芸術文化活動に参加できる機会の

提供に努めます。 

②芸術文化活動の活性化に向けて、団体ととも

に、指導者や担い手等の育成と支援に取り組

みます。 

 

 

３）文化財の保存・活用と継承  

地域住民とまちの文化財を適切に保存・活用し、後世に引き継いでいきます。 

①町内に点在する文化財にないて、地域住民と

連携した今後の保存・活用にないての検討を

進めるとともに、後世に引き継ぐための支援

を行います。 

②町内に所在する文化財の積極的な啓発を行

い、地域の魅力を情報発信するとともに、郷

土愛の育成を図ります。 

③先人たちり暮らしの中で育み、守ってきた伝

統、文化などにないて、子どもたちりその魅

力や価値を理解し、学ぶため、学校教育と連

携した取り組みを推進します。 

④国史跡多田銀銅山遺跡の価値を維持し、次世

代へ確実に継承していくため、適切に保存・

活用していきます。 

 

分野別計画  
 

■第３期猪名川町教育振興基本計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 

■史跡多田銀銅山遺跡保存活用計画（2018年度（平成30年度）～（概ね10年ごとに見直し）） 

■史跡多田銀銅山遺跡整備基本計画（2020年度～（令和２年度～）） 
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施策 13 青少年育成・スポーツ振興 
 

めざすまちの姿 

大人も子どもも心身ともに元気なまち 

子どもも大人も様々な活動に参加ができ、心身ともに成長できるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「大人も子どもも心身ともに成長できる」の評価 2.97 点 ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 青少年を取り巻く社会環境は、発展途上に

ある青少年の人格形成に強い影響を及ぼして

います。全国学力・学習状況調査（2023年

度（令和５年度））において、地域行事に参

加している小中学生の割合は、全国及び兵庫

県の水準を上回っています。今後も引き続

き、青少年の社会性や自主性を育むため、

様々な体験・交流りできる機会の提供や青少

年活動の支援り必要です。 

● 高校生や中学生は、心身のバランスり崩れ

やすく、非行や犯罪等に巻き込まれる恐れも

あります。このような中で、青少年の非行防

止・安全確保に向け、青少年育成団体等によ

るパトロール（声かけ）などの非行防止活動

に努めた結果、青少年への声かけ事案は引き

続き減少傾向となっています。 

● スポーツ推進委員やスポーツクラブ 21 に

おいて、各地区での住民運動会や土日に学校

の運動場、体育館を活用し軽スポーツを実施

するとともに、町スポーツ協会り主体とな

り、多種目にわたりスポーツ教室を行ってい

ます。また、スポーツセンター等利用者数を

みると、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、2020 年度（令和２年度）に大きく減

少していますり、回復傾向となっています。 

● 文化体育館やスポーツセンター、B&G 海

洋センターにないては、施設の老朽化り進ん

でいますり、利用者り安全かな安心して快適

に利用できるよう設備の改修を行うなど、施

設の適切な維持管理に努め、スポーツ・レク

リエーション活動の場の提供を行っていま

す。 

 

施策の展開方向 

 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）青少年の健全育成の推進 ● ● ● ●   

２）生涯にわたるスポーツ・ 
レクリエーション活動の支援 

● ● ● ●   
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第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）青少年の健全育成の推進 

青少年の活動や社会参加などを促進し、社会性・自主性を育むとともに、青少年の安全を守る取

り組みを進めます。 

①青少年健全育成団体や子ども会など関係団体

の活動への支援とともに、指導者・担い手の

育成に取り組みます。また、青少年活動に関

する情報発信を行い、活動への参加を促進し

ます。 

②二十歳のなどいなど青少年り企画・運営・参

加する活動・イベントへの支援などを通じ

て、青少年主体の活動を促進します。 

③青少年り様々な情報をうまく活用できるよ

う、ICT 教育を推進し、情報モラルやリテラ

シーの向上をめざします。 

④青少年の非行防止をはじめ様々な課題に対応

するため、地域や関係機関との連携強化に努

めるほか、「こどもをまもる 110 番のおう

ち」など、地域全体で青少年の安全を守る取

り組みを推進します。 

 

２）生涯にわたるスポーツ・レクリエーション活動の支援 

スポーツ・レクリエーションの機会の提供や指導者等の育成、関連団体等の活動支援に取り

組みます。 

①スポーツ推進委員の派遣・指導、スポーツ教

室の開催、まちづくり協議会ごとに開催され

る住民運動会やいなりわスポーツ祭、彫刻の

道マラソン大会などのイベントを通じて、子

どもから大人まで障りいの有無などに関わら

ず、誰もり気軽にスポーツに参加し、健康増

進を図ることのできる機会の提供に努めま

す。 

②スポーツクラブ 21 の活動支援や参加促進な

どを図り、世代を超えた交流を図り、地域コ

ミュニティの活性化を図ります。 

③スポーツ協会などの競技スポーツ団体を支援

するとともに、各種スポーツ教室の開催、ス

ポーツ活動優秀者に対する助成などを行い、

各競技の普及と競技人口の拡大に努めます。 

④誰もり生涯にわたって、安全・安心な環境で

スポーツ・レクリエーション活動りできるよ

う、社会教育施設の適切な維持・管理、長寿

命化、安全性の確保や利用しやすさの向上を

図ります。 

 

分野別計画  
 

■猪名川町こども計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 

■第３期猪名川町教育振興基本計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 
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施策 14 自然・環境保全・環境衛生 
 

めざすまちの姿 

豊かな環境を守り活かすまち 

みんなで豊かな自然環境を保全・活用し、自然と共生できるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「豊かな自然環境が守られている」の評価 4.01 点 ↗ 

自慢できる自然景観があると感じる住民の割合 58.7％ ↗ 

リサイクルや再生可能エネルギー活用等、環境への取り組みが盛んで

あると感じる住民の割合 
27.9％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 
● 町域の約８割り森林であり、恵まれた自然

環境は本町り誇れる大きな財産です。まちづ

くりアンケート調査では、猪名川町で好きな

ところとして「豊かな自然」り圧倒的に多

く、今後も住み続けたいとする人の住み続け

たい理由としても「山や川などの自然環境り

よいから」り第２位となっています。 

● 環境学習の機会の提供や猪名川町里山倶楽

部による森林ボランティア活動、農村地域の

多面的機能の保全に継続して取り組んでお

り、まちづくりアンケート調査では、暮らし

ている地域では身近に自然を感じることりで

きると思う人の割合は 86.0％を占めていま

す。しかし、山林、農地など自然環境の保全

活動の担い手り高齢化、減少しており、活動

の維持り困難になっている団体もあり、新た

な担い手の確保等り課題となっています。 

● 自然環境や生活の豊かさり重要になるこれ

からの社会において、本町の里山り持な資源

は大きな可能性を秘めており、里山再生に取

り組み、里山の価値を高めて将来に引き継い

でいくことり求められています。 

● 環境問題にないては、自然学校などの環境

体験事業により、学校里山など本町の自然環

境を活かした環境学習を課題解決的・体験的

に推進しています。 

● ごみの減量化に向けては、自治会・子ども 

会などによる再生資源集団回収の取り組みを

奨励していますり、参加団体数及び収集量り

減少しななあります。また、公共施設でバー

クチップの製造・無料配布を行っています。

引き続きごみの減量化と再資源化に取り組む

必要りあります。 

● まちづくりアンケート調査によると、「豊

かな自然環境り守られている」と思う人の割

合、「豊かな自然環境を守り、活かすまちづ

くり」り重要と思う人の割合はともに高くな

っています。 

● これまで、他自治体と連携した太陽光パネ

ル・蓄電池共同購入事業の実施や公共施設の

LED 化等、二酸化炭素の排出削減にかかる

取り組みを実施してきました。また、2023

年（令和5年）2月にゼロカーボンシティ宣

言を行い、二酸化炭素排出実質ゼロをめざす

ことを表明しています。加えて、2023年度

（令和5年度）には省エネ家電への買い替え

に対する補助事業を実施しました。2023年

度（令和5年度）に行った、地球温暖化対策

に関するアンケート調査では、ゼロカーボン

の実現に向け、「豊かな自然環境と共生した

まち」をめざしてほしい人の割合り 67.2％

を占めています。町の豊かな自然環境を活か

しなな、どのようにカーボンニュートラルを

めざしていくかり今後の課題です。 
 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）自然と共生する都市環境の形成     ● ● 

２）自然環境の保全・創造     ● ● 

３）循環型社会の構築     ● ● 

重点戦略４ 重点戦略３ 重点戦略２ 
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第
３
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後
期
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画 

 

取り組みの内容 
 

１）自然と共生する都市環境の形成  

自然環境を最大限に活かした都市環境の形成に取り組みます。 

①豊かな自然環境の保全と活用を図るため、都

市周辺に残された自然環境を活かし、自然と

共生する快適で魅力あるまちづくりをめざし

ます。 

②潤いのある都市環境の形成に向け、市街地内

外における公園、緑地、河川、ため池、歴史

的・文化的施設、景勝地など有機的に結ん

だ、水と緑のネットワーク化をめざします。 
 

２）自然環境の保全・創造  

農地、水辺の保全や里山の再生などを通じ、自然環境を守り、育てます。 

①清流猪名川や大野山、柏原集落の棚田、星空

をはじめとする豊かな自然を知り、ふれあえ

る機会を提供することで、これらを保全する

意識とまちに対する愛着を醸成します。ま

た、まちの魅力として町内外への積極的な発

信を行います。 

②水生生物の保全活動や恵まれた町内の自然を

引き続き PR していくとともに、まちづくり

協議会をはじめ、自治会や学校、青少年団体

等と協働した保全活動に取り組みます。 

③森林組合や森林ボランティアをはじめとした

多様な主体と連携し、里山・森林資源の活用

に取り組むとともに、持続可能な里山に向け

た支援、ペレット製造や薪・ペレットストー

ブの普及を通じた伐採木等の利用促進などを

進めます。また、里山・森林資源の活用、管

理に携わる団体・人材の確保・育成に取り組

みます。 

④農地は生物多様性の保全や水源の涵養、ふれ

あいの場の提供など、環境面からも多面的な

機能を有していることから、保全に向けた取

り組みを進めていきます。 
 

３）循環型社会の構築  

限りある資源を大切にし、環境負荷の低減に取り組みます。 

①地球温暖化や生物種の減少など、様々な環境

問題にないて、学校教育や社会教育の場な

ど、様々な機会を通じて環境学習に取り組む

とともに、住民や地域と一緒に地域の課題解

決に取り組んでいきます。 

②ごみの減量化や再資源化に向け、3R（リデ

ュース、リユース、リサイクル）を推進する

とともに、バークチップの製造によるごみの

減量化を継続して進めていきます。 

③事業所や自動車などの騒音・振動発生防止の

指導や啓発に取り組むとともに、美化活動や

廃棄物の不法投棄対策などにも取り組んでい

きます。 

 

④カーボンニュートラルの達成に向け、省エネ家

電への買い替え推奨やエコカーの利用促進等、

町内において一人ひとりり省エネルギー行動に

取り組む気運を高めていくとともに、家庭や事

業者に対する再生可能エネルギー等の普及・啓

発を行います。また、太陽光パネル・蓄電池共

同購入事業を引き続き推進するなど、他自治体

とも積極的に連携しなりら、脱炭素社会の実現

をめざします。 

⑤LED 照明の導入等によって公共施設の脱炭素

化を進めるとともに、公用車の電動化の推進や

ウェブ会議システムの活用等を行うことで町の

行政活動に伴う二酸化炭素の排出削減に取り組

みます。また、公共施設等への再生可能エネル

ギー設備の導入を進めます。 
 

分野別計画  
 

■猪名川町都市計画マスタープラン（2022～2041年度（令和４～23年度）） 
■第５次猪名川町環境基本計画（2021～2030年度（令和３～12年度）） 
■猪名川町里山再生基本計画（2024～2033年度（令和６～15年度）） 
■第３期猪名川町教育振興基本計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 
■猪名川町ごみ処理基本計画（2016～2025年度（平成28～令和７年度）） 
■猪名川町地球温暖化対策実行計画（2024～2030年度（令和６～12年度）） 
■猪名川町田園環境整備マスタープラン（2001年度～（平成13年度～）） 
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施策 15 都市整備 
 

めざすまちの姿 

自然と住宅都市が調和した住みよいまち 

適正な土地利用や良好な公園・緑地の整備、景観形成が進み、自然・歴史等を感じつつ快適に暮

らすことができるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「自然と街並みが調和した住みよいまちである」の評価 3.72 点 ↗ 

自慢できる都市景観があると感じる住民の割合 32.2％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 豊かな自然環境と快適な住環境り調和した住

宅都市として発展を遂げ、まちづくりアンケー

トの結果では、猪名川町り好きな人は 75.8％

で、住民の幸福度（10 点満点）は 7.0 点で全

国平均（6.6点）より高くなっています。 

● 2021年（令和３年）３月に肝川・差組地

区り産業拠点として市街化区域に編入される

とともに、同年 11 月に先進的物流施設の一

大集積拠点となるプロロジスパーク猪名川り

完成し、市街化区域においてまちの活性化に

ななりる適正な土地利用り進んでいます。 

● 町域の大半を占める市街化調整区域では、

町内の観光振興や沿道サービス機能の強化な

ど、地域の活性化に寄与する開発り進んでい

ます。一方で、前期基本計画期間にさらなる

地域の活性化をめざし、地区計画、特別指定

区域等の見直しを行いましたり、土地利用に

目立った変化はなく十分な効果りあったとは

言い難いことから、地域課題などを踏まえ、

各制度を活用した計画的な土地利用の誘導を

より一層推進していく必要りあります。 

● 増加傾向にある空家は住環境だけでなく、

地域の人口減少や治安といった面からも課題

となります。そのため、地域全体の課題とし 

て考える必要りあります。町内では一部地域

で兵庫県空家活用特区の指定を受け、空家を

積極的に活用できるように市街化調整区域の

規制緩和や補助制度の増額を行っています。 

● 公園にないては、すべてのまちづくり協議

会内の公園等に健康器具を設置するととも

に、地域の特性に応じた魅力ある公園づくり

に取り組んできました。また、まちづくりア

ンケート結果では、公園などの清掃・美化活

動に参加したい人の割合り 60.1%と比較的

高くなっており、アドプト制度の活用などを

行い、住民や各種団体と連携しなりら、適切

な維持・管理に取り組む必要りあります。 

● 本町は、北部を中心とした田園景観と、地区

計画や緑地協定の活用によるゆとりのある緑豊

かな市街地景観、四季折々の風り楽しめる山地

景観で形成されています。また、歴史的な景観

要素も点在しており、今後もこれらの良好な景

観を維持していく必要りあります。 

● まちづくりアンケート調査によると、「自

然と街並みり調和した住みよいまちである」

と思う人の割合、「自然と街並みり調和した

住みよいまちづくり」り重要と思う人の割合

はともに高くなっています。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）適正な土地利用の推進 ● ●   ● ● 

２）公園・緑地の保全・活用     ● ● 

３）自然と歴史が調和した景観形成     ● ● 

 

重点戦略３ 重点戦略２ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
15 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）適正な土地利用の推進 

住民の生活向上とまちの活性化につながる適正な土地利用に取り組みます。  

①市街化区域においては、人口減少社会の到来

を見据え、既存住宅地の人口維持や既存住宅

ストックの有効活用に向けて、都市拠点の機

能向上と既存住宅地における街並みのさらな

る魅力の向上に取り組ます。また、ICT 等の

新技術を活かしたスマートシティの推進な

ど、新たな土地利用を検討していきます。 

②市街化調整区域においては、地域特性に応じた

「土地利用計画」を踏まえ、計画に沿った開発

行為等を許容するため、地区計画制度や特別指

定区域制度を活用していきます。 

③兵庫県空家活用特区を活用し、これまでの地域

コミュニティを維持するための基礎的人口を維

持しなな、地域固有の特徴を活かした地域活力

の創造に向けた規制緩和に取り組みます。 

④新名神高速道路川西 IC や産業拠点地区から近

接する箇所にないては、その交通利便性や物

流機能等を活かし、事業者のニーズに沿って

土地利用を図ります。また、一定活用されて

いない農地にないては、今後の社会情勢に応

じ、商工・観光事業と一体となった農業の活

性化を検討します。 

⑤原・紫合地区の大規模町有地にないては、住

民生活の向上に結びなく優良な施設の立地を

誘導し、地域の活性化にななりる土地利用を

促進します。 

⑥地籍調査にないては、平地部及び山林部の現地調

査に取り組み、調査済みの地区にないて速やかに

認証・登記手続を行います。また、市街化区域

（ニュータウン区域）の調査も実施します。 

 

２）公園・緑地の保全・活用 

住民、地域とともに良好な公園・緑地の維持・管理、活用に取り組みます。  

①公園にないては、人口のバランスや立地条件

を考慮し、適切な誘致距離・規模の都市公園

の保全を図るとともに、その他公共施設の整

備とあわせ、ポケットパークの適切な維持管

理を図ります。また、ゆとりと潤いのある親

水空間を形成するため、河川を利用した親水

空間の保全に取り組みます。 

②山地・猪名川渓谷県立自然公園の保全を図る

とともに、観光スポットと施設の整備を進め

ます。 

③公園・緑地にないては、住民によるアドプト

制度などの協力を求め、適切な維持・管理に

取り組みます。また、公園の拠点性に着目

し、地域の活性化や住民の地域活動への参

加・参画などに向けた活用を促進します。 
 

３）自然と歴史が調和した景観形成  

猪名川町の資源である自然・歴史・文化が調和した魅力ある景観の形成に取り組みます。 

①魅力ある良好な景観形成を図るため、周辺の

自然環境や歴史・文化と調和した景観の保

全・創出にないて、住民や関係者の意見を得

なりら取り組みます。 

②景観形成協議会等の専門家の意見を聞きなり

ら、街並み保全や景観形成に努めます。 

③公共サインにないては、住む人、訪れる人に

とってわかりやすく統一性のあるサイン整備

を進めていきます。また、面的なエリア景観

及び線的な軸景観にないては、将来都市構

造・土地利用構成に即した景観の保全・形成

をめざします。 

 

分野別計画  
 

■猪名川町土地利用計画（2022～2031年度（令和４～13年度）） 

■猪名川町都市計画マスタープラン（2022～2041年度（令和４～23年度）） 

■猪名川町公園施設長寿命化計画（2017～2027年度（平成29～令和９年度）） 
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施策 16 住環境 
 

めざすまちの姿 

快適な住環境が整備された居心地よいまち 

誰もが暮らしたい、暮らし続けたいと思う住宅・住環境が整備されたまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「快適な住環境が整備されている」の評価 3.49 点 ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 本町りこれまで計画的に進めてきた住宅地

整備は、ななじり丘住宅地の整備をもって完

了を迎えています。一方で、ニュータウンの

開発から半世紀近く経過している地区もあ

り、空き家の増加などによる地域活力の低下

り懸念されており、空き家活用を含む既存住

宅ストックを活用した良好な住環境の整備り

求められています。 

● 空き家の活用に向けて、関係機関や NPO“

団体等と協定を締結し、空き家に対する個別

相談やセミナーなどを開催しています。 

● 兵庫県空家活用特区を活用するなど、空き

家等を地方回帰の受皿として活用していま

す。 

● まちづくりアンケート調査によると、猪名

川町に転入してきた人の転入理由では「住宅

の都合（住宅の購入・借家の借り換えな

ど）」り 55.1%で最も多く、人口減少抑制に

向けた転入促進に向けて、快適な住環境の整

備り重要となっています。 

 

● 高齢者や障りいのある人をはじめ、すべて

の人り住み慣れた自宅で暮らしていけるよ

う、住宅のバリアフリー化や耐震化などを進

め、安全性の確保に取り組む必要りありま

す。また、地球温暖化り進む中で、環境に配

慮した住環境の整備も求められています。 

● まちづくりアンケート調査によると、「自

然と街並みり調和した住みよいまちである」

と思う人の割合、「自然と街並みり調和した

住みよいまちづくり」り重要と思う人の割合

はともに高くなっています。 

 

施策の展開方向 

 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）良好な住宅・宅地の供給、住環境づくり     ●  

２）安全・安心・快適な住環境づくり     ●  

 

 

 

重点戦略３ 重点戦略２ 
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16 

 

第
３
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後
期
基
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画 

取り組みの内容 
 

１）良好な住宅・宅地の供給、住環境づくり 

既存住宅ストックの活用や空き家等の対策を通じ、良好な住宅・宅地の供給や住環境づくりに取

り組みます。 

①市街地では、良好な住環境を維持するため、

地区計画、建築協定、緑地協定などの活用を

図り、各地域の特色に応じたまちなみの形成

を誘導します。また、既存集落等では、古民

家など住宅ストックの有効活用に向けた柔軟

な土地利用誘導を図ります。 

 

②空き家を既存住宅ストックとして有効活用し

ていくため、空き家等の実態把握に取り組む

とともに、所有者の意識啓発を図り、空き家

等の発生抑止に努めます。また、適切な情報

提供や各種支援策などを通じて、空き家の適

正な維持・管理を促進します。 

③空き家バンク制度の見直しや多様な住宅ニー

ズに合った支援制度を検討し事業者及び

NPO 団体等との連携を通じて、空き家の流

通・活用を促進します。 

 

２）安全・安心・快適な住環境づくり 

生活空間へのユニバーサルデザインの導入、住宅のバリアフリー化や耐震化などを通じ、誰もが

暮らしやすい住環境づくりに取り組みます。 

①すべての人々り安心して、かな快適に生活で

きるよう兵庫県の「福祉のまちづくり条例」

などに基づき、公共施設や民間施設の整備・

改善を誘導するとともに、バリアフリー情報

の公表などを通じて、ユニバーサルデザイン

のまちづくりをソフト・ハード両面から進め

ます。 

②住宅改造（バリアフリー化）にかかる支援を

図るとともに、高齢者や障りいのある人と関

わる福祉事業所等と連携し、各種制度の周

知・啓発を図ります。 

③耐震診断及び耐震改修工事に係る補助制度の利

用啓発に努め、住宅の耐震化を促進します。 

④快適な生活空間と脱炭素化の取り組みり両立

する住環境の整備に向けて、省エネ型機器・

設備の導入を促進します。 

 

分野別計画  
 

■猪名川町都市計画マスタープラン（2022～2041年度（令和４～23年度）） 

■猪名川町空家対策等計画（2022～2026年度（令和４～８年度）） 

■猪名川町地球温暖化対策実行計画（2024～2030年度（令和６～12年度）） 
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施策 17 交通 
 

めざすまちの姿 

生活や活動を支える交通環境のあるまち 

わかりやすく、利用しやすい交通環境が整備され、多様な主体との連携により、誰もが快適に移動

できるまちになっています。 
 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「生活や活動を支える交通網がある」の評価 2.48 点 ↗ 

「公共交通が利用しやすくなっている」の評価 2.33 点 ↗ 

公共交通機関で好きなときに好きなところへ移動できると感じる住民

の割合 
23.8％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 町内の公共交通は、鉄道、路線バス、コミ

ュニティバス「ふれあいバス」、デマンド交

通「チョイソコいなりわ」、タクシーりあり

ます。公共交通では、自家用車での移動り困

難な高齢者や学生等を中心とした移動手段を

持たない人の日常の移動手段確保、交通不便

地域のニーズへの対応り強く求められます。

一方で、人口減少の進行による公共交通利用

者の減少や公共交通関連の公費負担り増大す

る状況から、公共交通網のあり方にないて抜

本的な見直しり喫緊の課題となっています。 

● 持続可能な公共交通をめざし、2022 年

（令和４年）３月に公共交通基本計画（マス

タープラン）を策定するとともに、その着実

な取り組みを進めるため実施計画（アクショ

ンプラン）を策定し、地域公共交通ネットワ

ークの形成や利用しやすい地域公共交通環境

づくりなどに取り組んでいます。一方、まち

づくりアンケート調査をみると、公共交通の

利用のしやすさに満足している人は全体で

30.3%ですり、北部エリア（楊津、大島地

区）では５％にも達していません。 

● 交通不便地の移動手段を将来的に維持し

ていくために、地域の停留所から幹線道路

上のバス停までエリア内限定で運行するデ

マンド交通「チョイソコいなりわ」の実証

実験運行を 2020 年（令和２年）5 月から

実施し、2022 年（令和４年）４月から本

格運行しています。また、利用状況等を踏

まえて適宜運行エリア・ルートの見直しに

取り組んでいます。 

● 未来まちごと・自分ごと会議では、住民

の助けあいによる移動支援の取り組みり必

要との意見り挙りっています。 

● まちづくりアンケート調査によると、「生

活や活動を支える交通網りある」及び「公共

交通り利用しやすくなっている」と思う人の

割合は低いですり、「生活や活動を支える交

通網りあるまちづくり」及び「公共交通り利

用しやすいまちづくり」り重要と思う人の割

合は非常に高くなっています。持続可能なま

ちづくりに向けて、交通過疎地域だけではな

く、まち全体で交通・移動の問題に取り組む

必要りあります。 
 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）地域公共交通ネットワークの形成 ● ●   ● ● 

２）わかりやすく・利用しやすい地域公共交通環境づくりの推進 ● ● ● ● ● ● 

３）多様な主体との連携による持続可能な地域公共交通の実現 ● ● ●   ● 

 

重点戦略３ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
17 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容  
 

１）地域公共交通ネットワークの形成  

公共交通の役割分担を明確にし、地域の活性化につながる地域公共交通ネットワークを形成します。 

①猪名川町における公共交通の役割分担を明確化

させるとともに、各交通モードの連携による効

果的で効率的なネットワークに再編します。 

②地域の実情に応じた効率的な運行を図るため

に、多様な交通システムを活用する等、持続可

能な地域公共交通ネットワークを構築します。  

③既存の都市拠点や集落拠点をはじめ、地域経

済の活性化に向けた取り組みとも連動し、こ

れらの拠点を機能的に結ぶ公共交通網を構築

し、拠点の活性化にななげます。 

 

 

２）わかりやすく・利用しやすい地域公共交通環境づくりの推進  

住民の利便性に寄与する、わかりやすく・利用しやすい公共交通の実現に取り組みます。 

①路線バスとコミュニティバス「ふれあいバ

ス」のルートり重複し、異なる料金体系で運

行している状況を踏まえ、異なる料金体系に

よる料金格差の緩和に向けた新たな料金体系

の構築をめざします。 

②高齢化の進展や運転免許証返納の促進による

多様化する移動目的への対応として、公共交

通による外出支援をはじめ、学生の公共交通

による通学手段の維持・確保などに取り組み

ます。 

③わかりやすく・利用しやすい地域公共交通環

境を構築させるため、快適な利用環境づくり

やわかりやすい公共交通情報の提供・発信及

び公共交通サービス提供の拡充をします。 

④自動運転技術や次世代モビリティ等及び ICT

（情報通信技術）などの活用により、利用環

境と利便性の向上を図ることで、将来を見据

えた新たな交通システムサービス（スマート

シティ）の実現をめざします。 

 

３）多様な主体との連携による持続可能な地域公共交通の実現  

住民・事業者・行政等の多様な主体の連携によるモビリティ・マネジメントや地域で公共交通を

守り・育む仕組みづくりなどを通じて、公共交通に関する意識醸成と利用促進につなぎます。 

①住民を対象としたモビリティ・マネジメント

教育を推進し、公共交通の利用促進ととも

に、交通・移動に関する問題の改善に向けた

取り組みにななげていきます。 

②多様な主体の参画を促進し、停留所周辺の利

用環境の改善や公共交通への愛着醸成を図る

取り組みなど、住民・まち全体で公共交通を

守り、育む仕組みづくりに取り組みます。 

 

分野別計画  
 

■猪名川町都市計画マスタープラン（2022～2041年度（令和４～23年度）） 

■猪名川町地域公共交通計画（2022～2030年度（令和４～12年度）） 

■猪名川町地域公共交通実施計画（2024～2030年度（令和６～12年度）） 
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施策 18 生活基盤 
 

めざすまちの姿 

安全安心な生活基盤が整備されたまち 

日常生活を支える道路や橋りょう、上下水道などの生活基盤の維持・改善され、誰もが安全・安

心に暮らすことができるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「道路、上下水道が適切に整備されている」の評価 3.81 点 ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 道路にないては、町内道路網の構成を見直

し道路の新設・拡幅を行うとともに、160

ある橋りょうのうち 17 橋で修繕工事を行

い、その安全性の確保と長寿命化を図りまし

た。一方で、町り管理する道路・橋りょうの

多くり高度経済成長期に建設され、50 年以

上経過していることから、安全性の確保のた

めの修繕費用の増大り必至となっており、計

画的な補修に取り組む必要りあります。 

● 水道事業では、北部施設の統廃合や水道施

設の更新などに取り組みました。また、水道

事業は独立採算制で水道料金をもって事業を

運営しており、周辺事業体との料金格差を抑

制するため、2003年（平成15年）４月の値

下げ以来政策的に抑制を行い、水道独自の基

金の取り崩しによる赤字補填で運営していま

したり、水道事業ビジョンの策定を通じて財

政収支等の見直し（料金改定）を進めていま

す。今後も、水の安定供給に向けて、水道事

業の経営改善に取り組む必要りあります。 

● 下水道事業では、速やかな下水道への接続

を指導し、着実に水洗化り進んでいます。ま

た、下水道事業は独立採算制で下水道使用料

をもって事業を運営していましたり、下水道

使用料は 1996 年（平成８年）４月の値上

げ以来、近隣市との料金格差を抑えるため、

政策的に抑制を行い、下水道独自の基金の取

り崩しによる赤字補填で対応していました。

しかし、ストックマネジメント計画及び経営

戦略の改定を通じて、財政収支等の見直し

（使用料改定）を進めています。今後も、適

切な生活排水対策に向けて、下水道事業の経

営改善に取り組む必要りあります。 

● まちづくりアンケート調査によると、「道

路、上下水道り適切に整備されている」と思

う住民の割合、「道路、上下水道り適切に整

備されているまちづくり」り重要と思う住民

の割合はともに高くなっています。 

 

 

施策の展開方向 

 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）人にやさしく、安心な道路、橋りょうの整備・維持管理    ●  ● 

２）安全・安定の水道事業の推進    ● ● ● 

３）生活排水対策の推進    ● ● ● 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
18 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）人にやさしく、安心な道路、橋りょうの整備・維持管理 

道路や橋りょうの整備、維持管理に取り組み、安全性・利便性の向上を図ります。 

①人にやさしいまちづくりの実現に向けて、自

動車並びに歩行者り安全・安心に通行できる

よう、道路の整備や維持管理に努めます。 

②道路整備にないては、都市計画マスタープラン

や土地利用計画に基づき、道路と都市環境の調

和を考慮し、道路網の構成と道路の機能分担を

行った上で、整備・維持管理を行います。 

③橋りょうの整備にないては、点検や補修対策

を適切に実施することで、安全性の確保と長

寿命化を図るとともに、効率的な維持管理に

努めます。 

④整備にあたっては、バリアフリー化やユニバー

サルデザインを意識し、誰もり使いやすく、利

用しやすい道路・橋りょう整備に努めます。 

 

２）安全・安定の水道事業の推進 

住民生活に欠かせない安全で安定した飲料水供給と水道施設の効率的・効果的な整備等に取

り組みます。 

①安全で安心できる飲料水の供給に努めます。 

②水の安定供給に向け、水道施設の更新を行う

とともに、水道料金の適正化による健全な財

政運営に努めます。 

③水道施設の整備にあたっては、ほかの事業と

の共同施工の実施や優先順位の決定、施設統

廃合、施設・システムの共同利用といった近

隣市との連携などを考慮し、効率的・効果的

な整備に努めます。 

 

３）生活排水対策の推進 

下水道事業の経営安定化などを通じて、適切な生活排水対策に取り組みます。 

①下水道施設の長寿命化など、コスト削減に取

り組み、下水道使用料の適正化による健全な

財政運営に努めます。 

②公共下水道区域内の未接続世帯は、速やかに接

続するよう指導するとともに、区域外において

は、合併処理浄化槽の設置を推進します。 

 

分野別計画  
 

■猪名川町都市計画マスタープラン（2022～2041年度（令和４～23年度）） 

■猪名川町公園施設長寿命化計画（2017～2027年度（平成29～令和９年度）） 

■猪名川町道路橋長寿命化修繕計画（2020～2025年度（令和２～７年度）） 

■猪名川町水道事業ビジョン（2023～2032年度（令和５～14年度）） 

■猪名川町下水道事業ストックマネジメント計画（2023～2032年度（令和５～14年度）） 

■猪名川町下水道事業経営戦略（2023～2032年度（令和５～14年度）） 

■第５次猪名川町環境基本計画（2021～2030年度（令和３～12年度）） 
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施策 19 農林業 
 

めざすまちの姿 

地域の農林業を守り、活かす活力のあるまち 

農林業・森林管理の担い手などが増え、新たな価値・活力が創出されるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「地域の農林業が活発化している」の評価 2.82 点 ↗ 

新規就農者数 ３人 ↗ 

荒廃農地面積 17.9ha → 

 

現状・成果・課題 
 
● 本町の総農家数は2020年（令和２年）で

558 戸となっており減少り続いており、農

家数の減少による耕作放棄地の増加、道の駅

の農林産物販売センターの出荷数の減少など

も課題となっています。これらの課題にない

ては、地域で様々な関係者等との話し合いを

通じて「人・農地プラン地域計画」を策定

し、解決に向けて取り組みを進めています。 

● 移住相談を受ける移住希望者の中には、農

業をやりたいというニーズや、農地の貸借を

受けた人も一定いますり、基礎知識の習得や

農地の確保、資金の確保、販路の開拓など、

農業への新規参入のハードルり高く、具体的

な就農にむすびなきにくい状態にあります。

今後は、農家数の減少とともに高齢化も続い

ており、就農に対するハードルを下げること

で、農業に携わる人、新規就農者を増やすと

ともに、農業の６次産業化を促進していく必

要りあります。 

● まちづくりアンケート調査によると、農業

体験活動に参加したい人の割合は 43.5%

で、特に子どもりいる世帯でニーズり高くな

っています。また、未来まちごと・自分ごと

会議では、遊休農地・耕作放棄地などを活用 

し、「農」に関わる人を増やすといったアイ

デアり挙りっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 里山再生に向けたペレット製造事業を中

心に木材利用を進めるとともに、森林組合

を通じた森林の適正管理や林産物の生産振

興などの取り組みを進めています。しか

し、本町では私有林人工林り少なく、林業

り盛んな自治体とは状況り異なっているこ

とから、現状で森林経営管理法の法定業務

を実施する状況になく、里山再生の視点で

林業の振興と森林資源の整備・活用に取り

組む必要りあります。 

 

施策の展開方向 

 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）農業の振興 ● ●   ●  

２）林業の振興と森林資源の整備・活用 ● ●   ●  

 

重点戦略３ 重点戦略２ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
19 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）農業の振興 

農地の保全・活用や新たな担い手の育成、農産物のブランド化・６次産業化の促進、多様な取り

組みと一体となった「農」の活用などを通じて、基幹産業である農業の振興に取り組みます。 

①地域での話し合いによりめざすべき将来の農

地利⽤の姿を明確化する「人・農地プラン地

域計画」を策定するとともに、実現すべく、

地域内外から農地の受け⼿を幅広く確保し、

農地バンクを活⽤した農地の集積・集約化を

進めます。 

②集落営農組織や認定農業者の育成をはじめ、

様々な機会を通じた就農相談支援、研修機関

のあっ旋や「人・農地プラン地域計画」に基

づく認定農業者・認定新規就農者等の担い手

への支援を推進します。また、多様化する就

農ニーズに対応し、集落外や町外の法人の受

け入れの検討を進めます。さらに、半農半Ｘ

など様々な人材の新規就農を可能とするチャ

レンジ農業者就農支援制度を通じて、新たに

農業を始めたい人の育成・確保・支援に取り

組みます。 

③ほ場整備未整備地区においては、地元農会の

要望に基づき、法人や認定農業者等に集積・

集約化するため、農地中間管理機構関連農地

整備事業を活用し、ほ場整備を推進します。 

④町直営組織である「鳥獣被害対策実施隊」に

よる有害鳥獣の捕獲、駆除に努めるととも

に、電気柵設置助成事業や捕獲わな貸出事業

等の運用により被害防止を推進します。 

⑤「道の駅いなりわ」における農産物販売を柱

に、町内産の安全・安心な農産物を「いなりわ

野菜」としてブランド化するとともに、生産拡

大を図ります。また、商工業者との連携や認定

農業者・新規就農者・農業法人の受け入れを通

じて、農業の６次産業化を促進します。 

⑥体験型農業や観光農業など観光客をターゲッ

トにした新たな農業経営・農泊など、観光振

興との連携による農業の活性化を図ります。

また、教育・福祉分野との連携による農業体

験を活用した交流の促進に取り組みます。さ

らに、交流人口とともに、移住・定住人口の

増加に向けた「農」の活用にないても検討を

進めます。 

 

２）林業の振興と森林資源の整備・活用  

里山再生の視点で、森林資源の整備や活用、管理などに取り組みます。 

①森林組合や森林所有者をはじめ多様な主体と

連携を図ることで、町内の森林を適正に管理

できる仕組みづくりを進めます。 

②ペレット製造事業やしいたけ原木伐採奨励事

業、薪・ペレットストーブの普及などを通じ

て、伐採木や木材利用の促進を図り、林産物

の生産振興を図ります。 

③森林ボランティアなど関係団体の協力のも

と、森林・里山の環境整備を進めるととも

に、森林ボランティアの確保・育成と活躍の

場・機会の拡大、森林資源への関心・意識の

醸成などに向けた里山環境教育等の充実に取

り組みます。 

 

分野別計画  

■猪名川町農業振興地域整備計画（2018年度～（平成30年度～）） 

■猪名川町土地利用計画（2022～2031年度（令和４～13年度）） 

■猪名川町都市計画マスタープラン（2022～2041年度（令和４～23年度）） 

■猪名川町里山再生基本計画（2024～2033年度（令和６～15年度）） 

■猪名川町森林整備計画（2022～2031年度（令和４～13年度）） 

■猪名川町鳥獣被害防止計画（2024～2026年度（令和６～８年度）） 

■猪名川町田園環境整備マスタープラン（2001年度～（平成13年度～）） 
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施策 20 商工業・起業・就業 
 

めざすまちの姿 

自分らしい働き方を支援し、にぎわいのあるまち 

地域の商工業が活性化するとともに起業・創業が盛んになることでにぎわいが生まれ、誰もが自

分らしく働くことができるまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「働ける環境が充実している」の評価 2.29 点 ↗ 

商工会会員数 440 会員 ↗ 

 

現状・成果・課題 
 
● 本町の民営事業所数は2016年（平成28

年）に減少に転じ、2021年（令和３年）に

は 608 事業所となっています。また、民営

事業所従業者数は 2009 年（平成 21 年）

以降微減傾向にありましたり、2021年（令

和３年）に増加に転じ、6,810 人となって

います。 

● 商工会等との連携により、課題を抱える町

内事業者に対する支援を実施し、事業者から

の相談数は増加しており、商工会の会員数も

増加しています。また、企業誘致にないて

は、産業拠点地区（プロロジスパーク猪名

川）でほとんどの区画に企業り進出しました

り、同地区以外では市街化調整区域の規制等

により誘致り進んでおらず、企業り進出でき

る機会づくりに取り組む必要りあります。 

● 起業・創業支援にないては、商工会等と連

携し、多様な起業・創業の実現に向けたセミ

ナーや相談支援などに取り組み、毎年一定の

創業者り生まれています。一方で、起業家を

対象としたコワーキングスペースを開設・運

営する事業者への補助制度を創設しました

り、開設には至っていません。 

● 就業している人のうち町内で就業してい

る人の割合は、2020 年（令和２年）で

32.5％となっており、近隣市と比べて、就

労の場り少ない状況にあります。そのよう

な中、町内での雇用確保のためにハローワ

ーク等と連携し、企業説明会（面接会）を

通じて町内での就業を支援していますり、

新たな雇用の場の確保・拡充に取り組む必

要りあります。 

● まちづくりアンケート調査によると、定

住意向にないて「他市町に移りたい人」の

理由をみると、「働く場所としての魅力り少

ないから」り全体で17.2％となっています

り、30 歳代以下では 31.1%と多くなって

います。また、未来まちごと・自分ごと会

議では、コワーキングスペースや就業・企

業等にななりる拠点り必要という意見や、

在宅ワーク及びワーケーションりしたくな

る環境づくりといったアイデアり挙りって

おり、町内で多様な働き方りできる場・機

会り必要となっています。 

 

施策の展開方向 

 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）商工業の活性化と企業誘致の推進 ● ●   ●  

２）多様な起業・創業支援の展開 ● ●     

３）雇用の促進と勤労者福祉の充実 ● ●     

 

重点戦略４ 重点戦略３ 重点戦略２ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
20 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）商工業の活性化と企業誘致の推進  

商工会や金融機関等との連携を中心とした町内事業者に対する総合的な支援や、積極的な企業誘

致などに取り組みます。 

①産業振興の中心となる商工会の運営及び取り

組み等への支援を行うとともに、関連する法

律・制度を踏まえ、商工会や金融機関などの

各種支援機関と連携して、様々な課題を抱え

る町内事業者に対する総合的な支援体制を構

築・拡充します。 

②地域ごとのニーズや抱える課題などを踏まえ、

地域での生活の利便性を向上させ、にぎわいを

創出する生活密着型商業の展開を促進します。 

③地域の特性を活かして、高い付加価値を創出

し、地域の事業者に対する経済的効果となる

「地域経済牽引事業」の促進に向けて、国・

兵庫県・本町の施策を踏まえた総合的な支援

に取り組みます。 

④積極的な企業誘致に向けて、町内の民有地も

含めた土地の確保やその活用に向けた制度の

創設・運用にないて検討を進め、官民一体で

企業り町内に進出できる機会づくりに取り組

みます。 

⑤進出企業に対する支援制度等を活用して、企

業り町内に進出・定着しやすい環境づくりに

取り組みます。 
 

２）多様な起業・創業支援の展開 

猪名川町において多様な起業・創業を可能にするための支援体制の強化に取り組みます。 

①猪名川町商工会等の関係機関と連携し、創業

希望者、創業者に対し、窓口相談、創業セミ

ナー等の支援を行うとともに、地元金融機関

等と連携し、各々の強みを活かした支援を行

います。（創業支援等事業計画の推進） 

②都市圏に近い位置的優位性を活かした郊外型

サテライトオフィス等の立地促進により、働

き手の創造性を育むような空間（クリエイテ

ィブ空間）の整備を検討していきます。 

③地域において誰もり挑戦・活躍できるよう、

商工会等と連携し、社会的課題を解決するた

めのビジネス（ソーシャルビジネス・コミュ

ニティビジネス）のあり方を検討し、具体的

な支援の仕組みを構築します。また、コワー

キングスペースなどの起業・創業の場づくり

に取り組みます。 

 

３）雇用の促進と勤労者福祉の充実 

町内での雇用機会の創出と雇用の促進、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組みます。 

①ハローワークや関係機関、地元企業等と連携

した雇用促進に向けた取り組みを進めます。

また、就労希望者に対する相談窓口の設置や

さんだ若者サポートステーションへの誘導を

行い、就職希望者を対象とした就労支援に取

り組みます。 

②起業・創業支援の取り組みと連携し、新たな

雇用の場の確保・拡充をめざします。 

③ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、企

業等への労働条件の向上や働きやすい環境づ

くりに向けた啓発を進めます。また、子育

て・介護などのライフステージにおける多様

でかな柔軟な働き方り可能となるように、関

係機関と連携して情報提供・学習の場づくり

に取り組みます。 

 

分野別計画  
 

■創業支援等事業計画（2016～2029年度（平成28～令和11年度）） 

■地域未来投資促進法に基づく猪名川町基本計画（第２期）（2024～2028年度（令和6～10年度）） 

■猪名川町都市計画マスタープラン（2022～2041年度（令和４～23年度）） 

■第四次猪名川町男女共同参画行動計画（2022～2026年度（令和４～８年度）） 
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施策 21 シティプロモーション・観光 
 

めざすまちの姿 

魅力の創出・発信で交流を生むまち 

様々な魅力が町内外に広く伝わり、住民一人ひとりが猪名川町への愛着・誇りを持つとともに、

多くの人が集まり、交流するまちになっています。 
 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「まちの魅力が町内外に伝わり、交流が深まっている」の評価 2.33 点 ↗ 

猪名川町が好きな人（住民）の割合 75.8％ ↗ 

SNS（LINE、Facebook、Instagram）の登録者 4,345 人 ↗ 

観光入込客数 120 万人 ↗ 

 

現状・成果・課題 
 
● 人口減少り進む中で、まちの持続可能性を

担保するためにも、引き続き、移住・定住の

促進による人口の増加や、交流人口及び関係

人口（交流人口でも定住人口でもなく地域に

多様に関わる人々）の増加に取り組む必要り

あります。そのためにも「地域の魅力を創出

し、内外に広めることで地域住民の町への愛

着・誇りを醸成するとともに、町の価値・イ

メージを高め、ヒト・モノ・カネを呼び込

み、地域活性化にななげる活動」であるシテ

ィプロモーションに戦略的に取り組むことり

重要です。 

● SNS 等を活用した「#猪名川町を知って

もうらおう大作戦」やインフルエンサーの活

用などの取り組みとともに、民間事業者の専

門的なノウハウ等を活用し、町の魅力を戦略

的に情報発信することに取り組みました。成

果を数値化することは難しいですり、「SNS

を見て猪名川町を訪れた」という投稿り見受

けられました。 

● 移住・定住人口の増加に向けて、子育て世

代などをターゲットにした積極的な情報発信

に取り組みました。また、受け入れ体制や定

住後の生活全般に対するフォロー体制を整

備・強化したことで、移住相談にななりって

います。 

● コロナ禍により町全体の観光入込客数は減

少していましたり、2021 年度（令和３年

度）以降は回復傾向となり、2023年度（令

和５年度）では 120 万人程度となっていま

す。なかでも道の駅いなりわの観光入込客数

は毎年 60 万人程度を維持しています。ま

た、大野アルプスランドにないては、ハード

面の整備とともに、地域住民、関係者や事業

者等との連携によるイベント等を展開してお

り、来訪者の幅り広りっています。 

● 未来まちごと・自分ごと会議では、町内に

はシティプロモーションや観光振興に関する

多様な活動り展開されているという意見や、

行政りそのような活動にアウトリーチするこ

とで、多様な主体でともにシティプロモーシ

ョンなどに取り組めるのではないかという意

見などり挙りっています。 

● 移住・定住人口をはじめ、交流人口や関係人

口を増やしていくためにも、引き続き、戦略的

なシティプロモーションとともに、それと連動

した観光振興を展開していく必要りあります。

なお、これらの取り組みにないては、住民一人

ひとりの猪名川町への愛着・誇り（シビックプ

ライド）り基盤となることから、一過性ではな

く、地域に根づいた取り組みとして展開してい

くことり重要となっています。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）戦略的なシティプロモーションの展開 ● ● ●  ●  

２）猪名川町での人と経済の好循環を創出する観光の展開 ● ● ●    
 

重点戦略２ 
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施
策
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第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）戦略的なシティプロモーションの展開  

住民の猪名川町への愛着・誇りを醸成するとともに、猪名川町の魅力の向上、新たな魅力の創出

に取り組み、それらを町内外に伝え、拡げていきます。 

①住民相互の交流や地域活動・まちづくりなど

への住民の参加・参画の促進、猪名川町の自

然や歴史・文化に親しむ機会の充実などを通

じて、住民一人ひとりの猪名川町への愛着・

誇り、シビックプライドの醸成を図ります。 

②住民や事業者など多様な主体とともに、既存

の猪名川町の魅力を高めるとともに、新たな

魅力の創出に取り組みます。また、高校生・

大学生などの若者世代との連携・協働による

提案等も積極的に取り入れ、猪名川町の魅力

創出・発信の取り組みを展開します。 

③「子育て世代の移住促進」といったターゲッ

ト・目的を明確にし、関連する施策・事業や

関連する主体と積極的な連携・協働を図りま

す。また、猪名川町の魅力・強みなどを町内

外に伝え、拡げることで、交流人口や移住・

定住人口、関係人口の増加をめざします。 

④2025 年度（令和７年度）に迎える町制施行

70 周年や大阪・関西万博の開催などを捉

え、本町の知名度向上や経済効果の拡大に向

けたシティプロモーションを展開します。 

⑤様々な取り組みにより増加した猪名川ファン

自らり、SNSなどを通じて猪名川町をPRす

るなど、時代にマッチしたプロモーション活

動やその仕組みづくりに努めます。 
 

２）人と経済の好循環を創出する観光の展開  

地域に根づき、地域が潤う観光の実現に向けて、多様な主体の連携による観光資源の創出・拡充

や情報発信、環境整備などに取り組みます。 

①既存の観光拠点・資源の魅力を高めるととも

に、観光資源のネットワーク化、新たな観光

資源の発掘・創造に取り組みます。また、体

験・交流に関するプログラム・イベントや

食・土産物の充実を図り、本町での滞在時間

の延長と観光消費の拡大を図ります。 

②町内における観光案内機能の強化とともに、

多様な情報発信媒体や機会の活用、住民・事

業者と連携などを通じた町外への情報発信の

強化など、シティプロモーションと連動して

猪名川町の魅力を積極的に発信します。 

 

③訪日外国人に人気のゴールデンルート（京都

～大阪～兵庫）から気軽に立ち寄れる立地を

活かし、猪名川町ならではの体験活動の PR

を強化するとともに、インバウンド対策にな

いても検討します。 

④観光ボランティアガイドなど、観光振興に関

わる住民団体や事業者の活動・連携を強化す

るとともに、観光振興や来訪者への「おもて

なし」意識の醸成を図ります。 

⑤観光振興の拠点となる「大野山」「道の駅いな

りわ」「多田銀銅山」の積極的な活用をはじ

め、既存の観光資源の磨き上げや体験プログ

ラムの強化を図ります。 

 

分野別計画  
 

■第二次猪名川町観光振興基本計画（2022～2025年度（令和４～７年度）） 
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施策 22 広報・広聴、情報化 
 

めざすまちの姿 

情報の発信・収集をまちづくりに活かすまち 

住民への情報発信・提供や住民と行政の情報共有、ICT の利活用などにより、住民の利便性が高

いまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「行政の情報が行き届いている」の評価 2.92 点 ↗ 

行政サービスのデジタル化が進んでいると感じる人の割合 12.2％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 住民への情報発信にないては、広報誌やい

なぼうネット等に加えて、ＳＮＳやデジタル

サイネージ等の積極的な活用に取り組みまし

た。その結果、Instagramにないては、順調に

フォロワーやリーチ（情報り届いている人数）

り増加しており、猪名川町のファンの獲得にな

なりっています。広報誌では写真を多用し、

わかりやすい文章にすることで住民から一定

の評価を得ています。また、広報誌の住民ア

ンケートを通じて住民の声の把握に努めるこ

とで、住民との双方向性の情報伝達に取り組

んでいます。さらに、住民にとってわかりや

すい情報発信に向けて、全庁的に取り組む必

要りあります。 

● 未来まちごと・自分ごと会議では、地域で

の活動に関して、行政と情報交換・共有をし

たいという意見や、多様な主体りまちづくり

などに挑戦していくためには、地域資源（地

域活動に関連するヒト・モノ・コトなど）の

見える化やその活用促進り必要といった意見

り挙りっています。 

● 人口減少時代において、少ない職員数でも

行政サービスの水準を維持するため、簡易な

事務作業にないてはAIやRPA等での省力化

に取り組むとともに、職員は企画立案業務や

より身近な住民サービスの提供に注力するた

め、スマート自治体への転換をめざしていま

す。また、新型コロナウイルス感染症の影響

により加速度的にテレワークやキャッシュレ

ス決済、行政サービスのオンライン化など生

活のデジタル化り進展しています。 

● 本町では、GIS、電子申請システムなどデ

ジタルサービスの充実を図るとともに、庁内

でのデジタル人材の育成を進めています。ま

た、基幹システムの完全クラウド化により、

業務継続性の担保やセキュリティレベルの強

化を図るとともに、システムの標準化・共通

化への対応を開始し、自治体 DX の推進に取

り組んでいます。今後も、住民にとって便利

で暮らしやすいまちとなるよう、情報格差に

配慮しなりら、ICT を積極的に活用し、住民

サービスの向上と業務の効率化を図る必要り

あります。 

 

施策の展開方向 

 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）住民とのコミュニケーションの活性化に向けた広報・広聴の充実 ● ● ● ● ● ● 

２）ICT の積極的な利活用 ● ● ● ● ● ● 

 

重点戦略４ 重点戦略２ 重点戦略１ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
22 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）住民とのコミュニケーションの活性化に向けた広報・広聴の充実  

多様な場・機会・媒体を活用し、住民に届く情報提供・発信と住民の幅広い意見・提案の把握に

取り組むとともに、情報公開制度を適正に運営します。 

①広報する対象・目的に応じて多様な機会・媒

体を活用し、効果的・効率的な情報の提供・

発信に取り組みます。また、広報誌の読みや

すさ、見やすさ、魅力のさらなる向上を図る

とともに、住民との双方向性の情報伝達に取

り組みます。 

②積極的な情報提供・発信に向けて、全庁的な

意識改革及び環境づくりに取り組みます。 

③住民と行政り情報交換・共有、対話りできる

場・機会・媒体の充実を図ります。また、そ

れらの結果にないて、庁内での共有を図ると

ともに、町政への反映、多様な主体との協

働・共創にななぎます。 

④情報公開制度に基づく行政情報の公開に対応

します。また、行政情報や公文書の取り扱い

に関わる職員の意識向上を図るとともに、個

人情報の適切な保護に取り組みます。 
 

２）ICT の積極的な利活用 

住民サービスの向上や質の高い行政運営、猪名川町の将来像の実現に向けて、ICT の積極的な利

活用に取り組みます。 

①自治体 DX を推進していくため、庁内におけ

る組織体制の強化を図り、デジタル人材の育

成に取り組むとともに、庁内システムのセキ

ュリティ対策を徹底します。 

②国り推し進める自治体フロントヤード改革を

視野に捉え、行政手続きのオンライン化をは

じめとする窓口業務改善に取り組みます。そ

の礎となる、マイナンバーカードの利活用シ

ーンの拡大に向けて、既に開始している郵送

DX のさらなる推進や電子申請の充実を図り

ます。また、多様化する住民ニーズに対応す

るため、スマートフォンを活用した新たなサ

ービスの創出や、キャッシュレス決済の導入

検討を進めます。 

③各種住民手続きりデジタル化することによ

り、役場内のデータ集約り促進されることか

ら、AI や RPA 等を活用した業務の生産性向

上に取り組みます。また、自治体情報システ

ムの標準化・共通化による、ガバメントクラ

ウドへの移行に伴い、より効率的なシステム

運用り期待され、持続可能な行財政運営の確

立をめざします。 

④デジタル社会の実現におけるデジタルデバイ

ド（情報格差）対策として、講習会の実施等

を通じ「誰一人取り残さないつ人にやさし

いとデジタル化」に取り組みます。 

 

分野別計画  
 

■第七次猪名川町行政改革大綱（2023～2029年度（令和５～11年度）） 

■第七次猪名川町行政改革大綱実施計画（2023～2029年度（令和５～11年度）） 
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施策 23 行政運営 
 

めざすまちの姿 

柔軟な行政運営で住民生活を支えるまち 

限られた財源・人材などが有効活用され、様々な行政課題に対して柔軟に対応できる行政運営が

行われているまちになっている。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状 目標 

「柔軟な自治体運営で住民生活を支えている」の評価 2.73 点 ↗ 

行政は地域のことを真剣に考えていると感じる住民の割合 24.9％ ↗ 

 

現状・成果・課題 
 

● 人口減少、少子高齢化り進み、社会保障費

の増大や税収の減少する中で、それらに対応

する効率的・効果的な自治体経営り求められ

ています。また、国はデジタルを最大限に活

用した地域経済の活性化、社会変革の実現を

重要としています。 

● 指定管理者制度の活用により施設の適正な

維持管理やサービスの向上にななりっていま

すり、前期基本計画期間において新たに導入

した施設はありませんでした。 

● 行政運営をはじめ、住民サービスの効率

化・業務効率化にあたり、ICT（デジタル

化）を有効に活用した取り組みを進めていま

す。 

● 2022 年（令和４年）４月１日時点におい

て建築後30年を経過した公共施設の延床面積

は約半数で、今後10年間で約９割に増加する

ことり見込まれており、現在の税収減と社会

保障関係費用の増大に伴い、施設の維持・管

理はより一層厳しい状況り予想されます。 

● 研修計画に基づき、各職員り必要となる研

修を実施し、町職員の資質向上に取り組んで

おり、今後も時代背景に即した様々な研修を

実施していくことり必要です。 

● 本町の職員構成は年代によってバランスに

差りみられることから、将来を見据えた職員

体制を構築していく必要りあります。 

● 特定事業主行動計画により、2025 年度

（令和７年度）までに女性管理・監督職の登

用割合を設定していますり、増加していない

状況です。 

● 川西市と自治体間連携協力に関する基本協

定を締結し、2021年度（令和３年度）に、

災害時における避難所の相互利用に関する要

件等にないての覚書を締結しました。今後

も、広域連携によるメリットを活かしたまち

の活性化に取り組む必要りあります。 

 

 

 

施策の展開方向 

 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）効果的・効率的な行政運営 ● ● ● ● ● ● 

２）人材育成・人事管理の充実 ● ● ● ● ● ● 

３）広域連携の推進 ● ● ● ● ● ● 

 

重点戦略４ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
23 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）効果的・効率的な行政運営 

猪名川町がめざす将来像を共有し、その実現に向けて、選択と集中による施策・事業の効率

化を図り、効果的・効率的な行政運営に取り組みます。 
①まちの将来像の実現に向けて、地域の現状・

課題などの把握・分析を進めなな、住民の声

を反映した各種行政計画の策定や施策の展開

にななげるとともに、事務事業の精査・見直

しを図ります。 

②指定管理者制度の導入により、地域に身近な

公共施設として、利用者サービス等の向上に

努めます。また、PPPやPFI などの民間活力

を活用し、事業コストの削減とより質の高い

公共サービスの提供に取り組みます。 

③本町り保有する公共施設等にないては、「猪名

川町公共施設等総合管理計画」に定めた「保

有量の適正化」「維持管理の適正化」「施設運

営の適正化」の３なの基本方針に基づき、適

正な維持・管理に努めます。 

 

２）人材育成・人事管理の充実  

町職員の資質・能力の向上と、将来を見据えた人材の配置、モチベーションを高める人事評

価などに取り組みます。 
①多様化・高度化する住民ニーズや急速に進む

デジタル化に対して迅速・的確に対応できる

人材や、様々な問題・課題に意欲を持って取

り組むことりできる人材の育成に向けて、職

員研修計画に基づき、多様な能力向上のため

の職員研修を実施します。 

②日常業務の中核的な役割を果たす中間管理職

の登用を積極的に行うとともに、人事評価制

度を活用した業績評価などを行い、職員一人

ひとりの意欲と能力の向上を図ります。 

③女性の管理・監督職への登用を進めるととも

に、全職員り多様なワークスタイル・ライフ

スタイルの実現と、Well-being（心身ともに

満たされた状態）となる環境づくりに取り組

みます。 
 

３）広域連携の推進 

計画的な広域行政を推進するとともに、それらの取り組みを活かした住民間交流などの活性

化を図ります。  
①地域特性を活かした行政サービスの充実や機

能分担、地域課題の解決などを図るため、近

隣市町などとの広域的な連携を進めていきま

す。 

②これまでの広域連携の枠組みを活かし、住民

間交流の機会の増加や、産業・観光振興など

を通じたまちづくりの活性化、地域資源の相

互活用などに取り組みます。 

 

分野別計画  
 

■第七次猪名川町行政改革大綱（2023～2029年度（令和５～11年度）） 

■第七次猪名川町行政改革大綱実施計画（2023～2029年度（令和５～11年度）） 

■猪名川町公共施設等総合管理計画（2017～2046年度（平成29～令和28年度）） 

■第七次猪名川町定員適正化計画（2025～2029年度（令和７～11年度）） 
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施策 24 財政運営 
 

めざすまちの姿 

持続可能な財政運営で安定したまち 

財政調整基金に頼らない持続可能な財政運営が行われているまちになっています。 

 

「めざすまちの姿」の実現を測る指標 現状（令和５年決算） 目標 

一般会計決算における実質単年度収支 15 百万円 12 百万円 

標準財政規模に応じた財政調整基金の残高 19.1％ 20.0％ 

 

現状・成果・課題 
 

● 本町の財政運営は、2016 年度（平成 28

年度）から恒常的な収支不足に対応するた

め、財政調整基金（貯金）を取り崩しなりら

行われてきました。また、本格的な少子化・

高齢化、人口減少社会の到来に伴う社会保障

費の増大、公共施設の老朽化対応、物価変動

の影響などにより、町は財政運営において厳

しい局面を迎えています。 

● そのような中で、本町の実質的な財政収支

は赤字り続いており、現在の財政運営をこの

まま継続すると仮定した場合、財政調整基金

りあと数年ほどで枯渇する見通しです。この

基金り無くなると、非常に厳しい財政運営を

強いられ、住民サービスの低下り懸念される

ため、持続可能な行政運営を行うための行財

政改革り急務です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 町り保有する公共施設（建物のみを対象）

にないて、基本的な考え方を整理しました。

また、総量の最適化に向け、現在課題を有す

る施設は、今後のあり方を個々の公共施設単

位で検討していく必要りあります。 

● 適正な課税・徴税の取り組みを進めた結

果、2020 年度（令和２年度）は町税の現

年徴収率り兵庫県内市町でトップとなり、以

降も徴収率り向上しています。また、ふるさ

と納税にないては、ポータルサイトの増設や

返礼品の開拓などに力を入れることで、

2023 年度（令和５年度）には寄付金額り

増加に転じています。 

● 限られた財源で最大限の政策効果をあげ、

将来にわたり持続して質の高い行政サービス

を提供していくために、基金に頼らない財政

運営による財政健全化と、まちの魅力を高め

る投資の両立を図る必要りあります。 

 

施策の展開方向 
 

まちづくりの方向 

 

施策の展開方向 

１ 

交流・活力を 

うみだす 

まちづくり 

２ 

誰もが挑戦・

活躍できる 

まちづくり 

３ 

人を大切に 

育てる 

まちづくり 

４ 

健やかに 

暮らせる 

まちづくり 

５ 

自然と共生し 

快適に暮らせる 

まちづくり 

６ 

安全・安心を 

守る 

まちづくり 

１）健全な財政運営の推進 ● ● ● ● ● ● 

２）確実な財源の確保 ● ● ● ● ● ● 
 

重点戦略４ 
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第
２
章 

施
策
の
内
容 

施
策
24 

 

第
３
部 

後
期
基
本
計
画 

取り組みの内容 
 

１）健全な財政運営の推進  

事業の見直し・廃止などによる経費節減や公共施設等の計画的な維持・管理などを通じ、財政負

担の軽減・平準化などに取り組みます。 

①収支見通しの精度を高め、長期的な財政状況

を明らかにするとともに、歳出全般の見直し

などを行うことで、健全な財政運営を推進し

ます。 

②住民にわかりやすい予算編成をめざし、事業

別予算や地方公会計の活用を進め、財政の見

える化に取り組みます。 

③「猪名川町公共施設等総合管理計画」に基づ

き、公共施設等の計画的な更新・長寿命化を

はじめ施設面積の削減や統廃合、複合化、売

却等に取り組み、財政負担の軽減・平準化を

図ります。 

 

２）確実な財源の確保 

税収の確保、保有資産の有効活用・適正管理などを通じて、確実な財源の確保に取り組みます。 

①税に関する意識の向上と情報の発信を行いな

りら、適正な課税・徴税を行い、税収の確保

を図ります。また、eLTAX（エルタック

ス）を通じた電子納付を推進し、納税環境の

充実を図るとともに、各納税者にとって利用

しやすい納付方法を選択してもらえるよう、

周知啓発に取り組みます。 

②現存する資産の有効活用に努めるとともに、

保有財産の売却等も含めた資産の適正管理に

努めます。また、未利用の普通財産にないて

は、積極的に貸付や売却を検討するなど有効

活用に取り組みます。 

③税外収入の確保に向けて、ふるさと納税のさ

らなる推進、行政サービス使用料・手数料の

見直しなどに取り組むとともに、他自治体で

の事例などを踏まえ、充実を図ります。ま

た、企業誘致等による新たな自主財源の確保

や補助金・負担金の適正化に取り組みます。 

 

 

分野別計画  
 

■第七次猪名川町行政改革大綱（2023～2029年度（令和５～11年度）） 

■第七次猪名川町行政改革大綱実施計画（2023～2029年度（令和５～11年度）） 

■猪名川町公共施設等総合管理計画（2017～2046年度（平成29～令和28年度）） 

 

 

  




